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令和４年第４回山北町議会定例会の経過 （12月７日） 

 

議      長   皆さん、おはようございます。 

ただいまから本日の会議を開きます。         （午前９時00分） 

なお、議事日程は御手元に配付したとおりであります。 

日程第１、前日に引き続き、一般質問を行います。 

通告順位７番、議席番号２番、藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   おはようございます。議席番号２番、藤原浩です。 

「人口減少社会の新たな自治体経営を」ということで、質問させていただ

きます。 

冒頭、通告書内に脱字がありましたので、御訂正をお願いいたします。２

ページ目の４行目「Ｄｉｇｉ甲子園」というふうに書いてあるのですが、「Ｄ

ｉｇｉ」の後に田、田んぼのたを入れていただいて、「Ｄｉｇｉ田甲子園」

というふうに訂正させていただきます。 

それでは始めさせていただきます。日本は少子高齢化が進展し、人口減少

時代に突入した。山北町においても、人口減少は深刻な問題であり、それに

対し町は山北町第５次総合計画後期基本計画、山北町第２期人口ビジョン総

合戦略で対応を示しているが、いずれも「まち・ひと・しごと創生法」、「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」を視野に作成されたものである。まち・ひ

と・しごと創生総合戦略を改訂した「デジタル田園都市国家構想基本方針」

が閣議決定された現況では、国・県の構想を勘案し、町の実情に応じた人口

減少社会の新たな自治体経営についての検討に、早急に取り組む必要がある

と考える。そこで、人口減少社会の新たな自治体経営を基本的な視点として、

町の課題解決の施策について以下の質問をする。 

１．「デジタル田園都市国家構想基本方針」では、『「全国どこでも誰も

が便利で快適に暮らせる社会」を目指して』を基本的な考え方として、デジ

タルインフラの急速な整備、官民双方で地方におけるデジタルトランスフォ

ーメーション（以下ＤＸと略す）をうたっている。基本方針にうたわれてい

るデジタル実装には、ハードソフトのデジタル基盤整備、デジタル人材の育

成・確保等が盛り込まれている。この取組には、巨額な予算・時間が求めら
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れる。財政支出の平準化を考え、一度に全て行うのではなく、優先順位等を

含め精査し、次年度予算から段階的に取り組む必要があると考えるがどうか。 

２．「デジタル田園都市国家構想基本方針」では、デジタルの力を活用し

た地方の社会課題解決の取組を示している。近隣市町のデジタルトランスフ

ォーメーションに関連する取組状況を見ると、デジタル田園都市国家構想を

全国で進めていくため行われたＤｉｇｉ田甲子園に秦野市、松田町、小山町

が参加し、小山町はフリーＷｉ－Ｆｉ搭載型のデマンドバスの取組で入賞し

ている。 

近隣市町と比較してデジタルトランスフォーメーションについて町の現況

を鑑みると、デジタルトランスフォーメーション推進のため、外部人材を活

用した産学公民連携のチームをつくり取り組むべきではないか。スピーディ

ーな進展を望み、必要と考えるがどうか。 

３．人口減少社会では、人口と税収の減少を前提に、多様で高度化する住

民ニーズに応える自治体経営が要求される。しかし、行政のあらゆる公共的

サービス提供には限界があり、住民をはじめとしたＮＰＯや自治会、任意団

体、民間企業といった多様な主体が公共的サービスの担い手になる「新しい

公共」の実現が不可欠である。それには、地域の課題を自分事として取り組

める人材を地域内で見つけ出し、自治能力を高める人材育成の取組が必要に

なる。しかし、そうした人材や取組が足りないことを鑑み、短期的には総務

省の集落支援員や地域おこし協力隊に関連する人材派遣助成を活用し、町に

居住する人材を登用しながら、地域内の人材発掘と育成を進める施策が適切

と考えるがどうか。 

また、町で具体的な取組が検討されていれば、お示しいただきたい。 

議      長   答弁願います。 

町長。 

町      長   それでは、藤原浩議員から「人口減少社会の新たな自治体経営を」につい

ての御質問をいただきました。初めに１点目の御質問の「「デジタル田園都

市国家構想基本方針」にうたわれているデジタル実装には、ハードソフトの

デジタル基盤整備、デジタル人材の育成・確保等が盛り込まれている。この

取組には、巨額な予算、時間が求められる。財政支出の平準化を考え、一度
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に全てを行うのではなく、優先順位等を含め精査し、次年度予算から段階的

に取り組む必要があると考えるが、どうかについて」でありますが、「デジ

タル田園都市国家構想」は、去年10月に発足した岸田政権が「新しい資本主

義」の重要な柱の一つに位置づけられている政策で、デジタルの力を活用し

て人口減少や少子高齢化、地域産業の空洞化など、地方における社会課題を

解決し、地方の活性化を目指すものであります。国では、昨年11月に「デジ

タル田園都市国家構想実現会議」を設置し、本年６月には光ファイバーや５

Ｇなどのデジタル基盤の整備や、デジタル実装による地域の課題解決を牽引

する「デジタル推進人材」の育成、誰一人取り残されないための取組として、

デジタル機器を利用する高齢者らを支援する「デジタル推進委員」の確保等

を盛り込んだ、「デジタル田園都市国家構想基本方針」を閣議決定いたしま

した。 

それを受け、国は全国の都道府県及び市区町村にアンケート調査を実施し、

その結果、75.6％の回答率ではありますが、回答団体の約６割が、オンライ

ン学習の環境整備や住民票等のコンビニ交付、母子健康手帳アプリなど、何

らかのデジタル技術を活用した地域課題の解決・改善に取り組んでいるとい

った回答を得ることができました。 

一方、「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査」によりますと、

デジタルトランスフォーメーションを推進するための全体方針を策定してい

る市区町村は、令和３年度中に策定を予定している市区町村を合わせても

1,741団体中 529団体で、全体の約 30％にとどまり、デジタル人材の確保や

地方公共団体の厳しい財政事情等から、自治体デジタルトランスフォーメー

ションが思うように進んでいない状況が見受けられます。 

また、「デジタル田園都市国家構想基本方針」では、構想の実現に向けた

取組を強力に推進するため、本年末を目途に、現行の「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」を抜本的に改訂し、令和５年度を始期とする５か年の新たな

総合戦略「デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）」を策定する予定と

なっております。これにより、地方公共団体は、目指すべき地方ビジョンを

再構築し、「地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略」の改訂に努め、具体

的な地方活性化の取組を推進することとなっておりますので、本町でも、国
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の動向を注視するとともに、地域課題の解決や地域活性化につながるデジタ

ルトランスフォーメーション推進について検討してまいりたいと考えており

ます。 

次に、２点目の御質問の「近隣市町と比較してデジタルトランスフォーメ

ーションについて町の現況を鑑みると、デジタルトランスフォーメーション

推進のための外部人材を活用した産学公民連携のチームをつくり、取り組む

べきではないか。スピーディーな進展を望み、必要と考えるがどうか」につ

いてでありますが、国では、「デジタル田園都市国家構想」の実現に向けた

地域での取組を広く募集し、特に優れた取組に対して、内閣総理大臣が表彰

する「Ｄｉｇｉ田甲子園」を開催しており、夏には地方公共団体を対象に実

施し、冬には、民間企業や団体を対象に募集を行うなど、構想実現に向けた

機運醸成を図る取組を推進しております。 

一方で、１点目の御質問に対する回答の中でも御説明させていただきまし

たが、「地方公共団体における行政情報化の推進状況調査」によりますと、

デジタルトランスフォーメーションを推進するための全庁的・横断的な推進

体制を構築している市区町村は 480団体で、全体の 27.6％となっており、外

部からデジタル人材を任用している市区町村は 163 団体で、全体の 9.4％に

とどまるなど、全国的に見ても、多くの地方公共団体がデジタルトランスフ

ォーメーションについて手探り状況であると捉えております。 

しかしながら、本町でも、人口減少、少子高齢化等の課題を抱えており、

デジタル技術を活用し、地域課題の解決を図っていくことの重要性や必要性

については認識しており、課題解決に向けた取組を推進できるよう、外部デ

ジタル人材の活用も含め、検討してまいります。 

次に、３点目の御質問の「地域の課題を自分事として取り組める人材を地

域内で見つけ出し、自治能力を高める人材の取組が必要になる。しかし、そ

うした人材や取組が足りないことを鑑み、短期的には総務省の集落支援員や

地域おこし協力隊に関連する人材派遣助成を活用し、町に居住する人材を登

用しながら、地域内の人材発掘と育成を進める施策が適切と考えるがどうか。

また、町で具体的な取組が検討されていれば、お示しいただきたい」につい

てでありますが、初めに、「新しい公共」は、平成 21年に民主党政権へ移行
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した際、鳩山元首相が「新しい公共」という言葉を用いて施政方針演説を行

うなど、民主党政権下において重要政策に位置づけられたものと記憶してお

ります。 

「新しい公共」とは、人を支える役割を、行政だけでなく、教育や子育て、

まちづくり、防犯や防災、医療や福祉などに関わっている地域住民やＮＰＯ

法人、企業等の民間にも関わってもらい、官民が協働して地域社会を持続的

に発展させていくといった考え方であり、本町が平成 25 年４月に策定した

「山北町自治基本条例」においても「協働のまちづくり」が規定されている

ように、「新しい公共」の基本的な考え方は、現在へも引き継がれているも

のと考えております。 

そのような中、本町でも、これまで様々な分野において、官民連携や民間

主体によるまちづくり活動が進められており、令和３年度には、地域活性化

センターの補助事業を活用し、移住・定住・交流を推進する町内団体の取組

に対して補助を行うなど、支援を行ってまいりました。 

一方で、地域課題は多種多様化しており、今後は、リーダーとなる人材育

成を含め、課題解決に取り組むことのできる担い手の育成に取り組んでいく

ことも重要なことであると考えております。 

現在、地域おこし協力隊など、総務省が提供する支援制度は人材面、資金

面ともに多岐にわたりますが、本町の地域課題に対して、どの制度が適切か

つ有効であるか等、情報収集や調査研究を行うとともに、必要に応じて制度

を活用していく必要性は高いと認識しております。 

議      長   ２番、藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今、御回答をいただきまして、それで、この回答のほうを読ませていただ

きますと、今年度のデジタル田園都市国家構想実現会議の内容を踏まえての

回答かというふうに思われます。デジタル田園都市国家構想実現会議では、

大臣がデジタル田園都市というのは、魔法のようにある日突然できるわけで

はなくて、インフラとか公共サービス、各種の生活サービスとなるデジタル

基盤が整うことで実現すると。地方のデジタル化には、人材やリテラシーな

ど、多くの課題があり、単に地方任せにせず、国が必要なツールや基盤を用

意し、それを地域の発意で活用してもらう。国、地方一体となった設計を目
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指していくといった内容の発言をされています。デジタルトランスフォーメ

ーション推進については、自治体のほうで推進手順書とかを示していただい

ていまして、参考事例で紹介されている例えば相模原市のような規模の自治

体と同様な取組を山北町が選ばないというのは十分理解できます。しかし、

デジタル田園都市国家構想の実現会議も既に 10回を経ていて、骨格、内容も

あらわになっているのではないかと思います。ですので、ただ国の動向を注

視するんではなく、会議で示されているとおり、恩恵を得るには十分な準備

が必要だというふうに考えます。 

それで、デジタル化については、非常に経費がかかるものだというのは認

識していまして、いくら国がサポートするというふうな考えを示していても、

簡単にはいかないし、職員のほうの時間も大分割かれてしまうんであろうと

いうふうに考えます。そういうことを考えますと、やはり経費の歳出の平準

化も踏まえて、やっぱり少しずつでも進めると。スモールステップを踏みな

がら、前にいくといったような考え方、取組が適しているんじゃないかとい

うふうに考えます。現在、例えば上下水道課でＧＩＳ、地理情報システムと

呼ばれているマッピングシステムを活用されています。これは、例えば上下

水道課だけではなくて、ほかの課でも横断的に活用することで、より効率的

な活用が必要になるシステムではないかというふうに思います。これは、経

費削減ですとか、仕事量の削減が見込めることであります。今後さらに求め

られる多種多様な住民ニーズに応えるためには、昨日までの一般質問でも出

されていましたけど、やはり一般財源の確保というものが必要なので、経費

削減というのも重要な課題というふうになるというふうに認識しています。

そういうことを考えれば、一時的に、やはり、この先実際のハードな整備と

かでお金がかかると思いますけれども、そういったソフト面ですとか、でき

ることは順次進めていくべきだと思いますが、上下水道課の活用事例を参考

に、横断的な取組を考えている課もあると思うのですが、それについてはい

かがお考え、御認識でしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   デジタルトランスフォーメーションについては、とにかく、これから日本

がそういう方向に進まなければいけないということは重々承知をしておりま
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すし、全国町村会でも、そのような議論がなされております。一方では、懸

案事項もいろいろ町村会のほうでありまして、例えばスマートシティ的なこ

とはどうだろうと、問題があるんではないかと。やはり地域に人が残らなけ

ればいけないというようなこともあるんではないかと。また、多額の一般会

計の財政に響くというふうなことで、そういったような財政的な問題も当然

あるというようなことで承知しております。山北町にとりましては、非常に

デジタル田園都市の幅が広がるものですから、当然我々がこの中でやってい

かなければいけないようなこと、取り組まなければいけないようなことも入

っておりますので、そういった中では、そういったようなことを積極的に進

めていきたいと。今あれしていますのは、自動運転の車の、要するに山北町、

非常に交通インフラが皆さんの課題になっていることは、もう重々承知して

いますし、そういった中で、自動運転のようなことができるかどうか。そう

いったような視察にも行こうというふうに計画しておりますし。あるいは、

ドローンを使った問題、あるいはＧＩＧＡスクール等の様々な問題がありま

す。そのために、私としては、人材確保はやはり外部から来ていただくしか

ないなというふうに思っていますので、そういったことの予算的にはやはり

ふるさと納税を使うしかないのだろうというふうに思っております。そうい

った中では、今、企業版のふるさと納税の構築に全力を挙げておりますので、

そういった中で、企業とタイアップしながら人材確保、そしてまた財源の裏

づけを進めながら、そして町の課題である様々なことにデジタルトランスフ

ォーメーションの中で、該当するものがあれば、そういったように進めてま

いりたいというふうに考えております。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今、少し話が次の人材登用の部分にも、ちょっと町長の御回答では出てお

りましたので、そこは次でやらせていただきますが、今町長がおっしゃって

いたＡＩ自動運転ですとか、その辺については承知していますし、例えば隣

の小山町、オンデマンドバスの取組なんかはもう紹介されているとおりなの

で、そういうのは今後検討していって取り組んでいただきたいというのもあ

ります。そういうふうにおっしゃるように、身近なところでもう使われてい

る事例はありまして、先ほど私が申し上げたとおり、既に山北町でも小さい
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取組はいくつかもうやられているはずなんですね。申し上げましたＧＩＳ、

地理情報システムは活用されているんで。例えば、その辺について、町長の

お答えの中に挙がらなかったので、できれば、実際使われている水道課長等

にお話しいただければいいのかなと思いますけど、いかがでしょうか。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   下水道関係のほうで、令和元年に位置管理システムというものがありま

す。これは下水道、これから維持管理をしていかなくちゃいけないので、ど

このをいつ修理するとか、そういった情報を入れていくために入れたもので

ございます。一応、５年契約で入れてまして、上下水道課が入れたものでは

あるんですけども、他の課でも使いたいということで、何課には、パスワー

ドとＩＤをお渡ししています。上下水道課、都市整備課、農林課、町民課、

地域防災課、あと企画総務課、子ども教育ですね。あと財務課、福祉にはパ

スワードをお渡ししまして、別にうちがずっと使っているものではないので、

あいているところは使っても構わないということで、ＩＤとパスワードはお

渡しして、それぞれ使えるところは使い始めているような状況でございます。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   すみません、私のほうから補足というような形になるんですが、当初下

水道のほうで入れたときに、庁舎内にこういうものを入れましたから、まず

説明会をやりますんで、興味のある職員は説明会のほうに参加してください

というものを行いまして、実際それぞれの課の業務で、取り入れられる課は

どんどん入れていると。実際、今、上下水道課長からあったとおり、防災と

道路管理、これには常に使っているような状況になっております。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今、御説明いただきましたとおり、既にＧＩＳですね、地理情報システム

はもう使われていると。私は今これほどの各課で横断的な取組がされている

ことまではちょっと知らなかったので、それは非常にいいことなんだという

ふうに思います。既にそういうふうに行われていますので、それをさらに進

めて、私が申し上げているのは、町長が御懸念されてるとおりで、一気にそ

ういう多大な投資とか経費の投入というのを懸念されているのは非常に分か

る話なので、そこではなくて、これは会議でも示されているのですけれども。
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我々のような小さな自治体では、やはり小さい事業から始めて、それでどん

どん広げていくのが適切なのだというふうな考えを示されていまして、私も

それはそのとおりだというふうに思います。ですので、いきなりやるんでは

なくて、そういう形で少しずつ進めていくというのが肝要だと思いますので、

ぜひ少額、小さい取組でも結構ですので、次年度予算から少しでも反映して

いただければというふうに考えております。いかがでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   実際に、山北町、本当にこういうような広い中で、下水道、上下水道が様々

なもので、都市整備課もそうですけども、その中でのＧＩＳというようなこ

とで、使っていくということで。そういったことは、当然これからも進めて

いきたいというふうに思っておりますし、また、とにかく技術革新が非常に

速いんで、私が 30年ぐらい前かな。ちょうど日立に勤めている友達がいまし

て、一生懸命故障箇所を、電気がどこで切れたかというようなことを調べる

やつをソフトをつくっているんだと言って、そのとき言っていましたけど、

そんなことができるんだなというふうなことを、その当時は思っておりまし

たけど。今はそういったような中で、技術革新で、大体そういったものを使

えば、故障箇所、あるいは様々な不備なところが把握できるというような時

代になっておりますし。そういった意味では、デジタルトランスフォーメー

ションは、非常にこれから我々にとっては、夢の技術になるものがあるので

はないかというふうに思っております。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今町長に御回答がありましたとおり、非常にその辺の認識はされているん

だと思いますので、明確なお言葉はいただけませんでしたけれども、次年度

予算に少しでも反映してくれればというふうに考えて、この件については注

視して、また次につなげていきたいというふうに思います。 

次に、人材のことなんですけれども、町長、先ほど、それについてもお話

し少しされてまして、外部の人材登用は、任用が、やっぱり必要じゃないか

というふうにおっしゃってます。それで、回答にあるとおり、全体では非常

に、今少ない状況ではあるかもしれませんけれども、これは各自治体、町長

も言われているように、国の出方を見ているというふうなことはあるかもし
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れません。しかし、先ほど町長の話でもあったとおり、技術革新というのは

本当にすごいもので、これは我々の日常生活の中でも、例えばスマートテレ

ビですとか、スマート家電ですとか、そういった代表されるものがいろいろ

もうあって、それこそさっきおっしゃられていた自動運転に関しては、何も

手を触れず、朝自宅を出て会社まで行けるような、そういうような時代が来

ているんだと。こんなことが起きるというのが想像できないような時代なの

で、人材任用、外部の人材任用も当然必要になってくると思いますけれども、

それを理解できる町内の人材育成も同時に進めていかないと、やはりいけな

いんだと思います。人材の活用の原資ですか、その辺に関しては国の資産、

助成を利用するとか、町長おっしゃるように、ふるさと納税のほうを強化し

て、それを使うと。様々な方法はあるかと思いますが、いずれにしろ人材任

用の活用については、町長は重要事項と認識されているというのは回答で理

解できました。 

それなんですけれども、今申し上げたように、例えば先ほどＧＩＳの活用

について説明いただきましたけども、そういった事例を全庁で情報共有して、

それで、例えばこういう使い方ができるのではないかといったような各課で

デジタル担当職員を専任し、定期的なミーティングを開いて、それで課題を

精査し、解決するような取組であれば、それほど大きな負担にはならないの

ではないかと。そういった取組の中で、デジタルトランスフォーメーション

にある程度知見を全体の中で共有していくようなことであれば、できるんで

はないかというふうに考えていますが、いかがでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   今、やはりそういったようないろいろなデジタルを使ったところに、皆さ

ん、どんどんどんどんそういう知識を勉強して、自分の中へ取り組んでいく、

そういった職員が当然必要となってくる。また、勉強してどんどん吸収して

いただきたいというふうなことでやっておりますけど、実際には各課でまず

一番それに携わっているシステムに関わる各課のものがそれを毎回毎回いろ

いろな会議でシステムの不具合であるとか、あるいは改良であるとか、新し

いソフトが入るとか、国のほうの。それは、待ったなしでやらなければいけ

ない事業としてやっております。そういう中で、さらに町にとって、必要な
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ものをどういうふうに構築するかというふうなことですけども、私は基本的

には外部の人材と内部の人材を一緒に働いていただいて、そこの情報交換を

しながら、それを下に伝えるというふうなことが必要ではないかというふう

に思っておりますので、外部だけでも駄目、あるいは内部だけでも駄目とい

うふうに思っておりますので、そういったような中で、取組をしていきたい

というふうに思っております。実際にどういったようなことができるかとい

うのは各市町村でも、非常に分かれておりまして。我々が今全国町村会は村

とか、そういったような小さなところも非常にあるんで、デジタルだけでは

駄目で、やはりアナログ的なところが残っていないと前に進んでいかないと

いうのも実態でおりますので、そういったところをよく精査しながら、山北

町に一番合った方向はどうかということを考えていきたいというふうに思っ

ております。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今、町長が回答されたような事項については、デジタル田都市国家構想の

実現会議の中でも、知事会の各知事とかが懸念されている事項で挙げられて

いますので、まだ最終的にはこれからということになりますが、それを反映

されるものだというふうに思います。私自身に関しても、これは基本方針の

中でも言われておることですけど、先ほどおっしゃられているアナログの状

況等の併用とか、それこそ地域独自の事情とかも勘案した取組という形に最

終的にはなっていくはずですんで、それは踏まえて実現していただきたいと

いうふうに考えておりますが、その際に大事なのが、先ほどおっしゃってい

たハード自体のことに関しては、それは多分説明を受ければ大丈夫で、それ

こそ外部人材にしっかり働いていただければいいんじゃないかと思います。 

ただ、地域独自の事情ですとか、そういったものを抽出し、精査していく

のは、やはり行政の今いらっしゃる職員の方の中から発意されていくものだ

と思うので、そういったことに関して、各課で精査して、それを持ち寄って、

情報共有して取り組んでいくと。それを、知見を積み上げて、今度外部人材

と一緒にやって、構築していくという形を考えて、ミーティングという形で

提案したんですが、そういう考えはいかがでしょうか。 

議      長   町長。 
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町      長   当然、そういったものの基本的なものを総合計画の中に入れ込んでいかな

いと、国の交付金も使えないというようなことになりますので、そういった

意味では、今そういったような総合計画の策定のほうに入っておりますので、

そういったことを一体何と何が盛り込まなければいけないかというふうなこ

とで、今やっておりますので。そういったところは、もうしばらく、ちょっ

とお時間をいただきたいというふうに思っております。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今、回答で、あまり悠長に待っている時間はないのではないかと思います

が、十分に意識されているというふうに理解しましたので、総合計画の中で

どういうふうに生かされていくか、それは今後も見ていければというふうに

考えております。先ほど、ただ、ミーティングに関しては、各課で取り組ん

でいただければというふうには思います。 

次に、第３点目の質問に移らせていただきます。これは、今町長のほうの

回答を見てみますと、必要性に関しては高いと認知されているということで、

御理解はいただいているものというふうに考えます。質問の中でも述べてい

ますが、現在の人口と税収が減少する中で、住民ニーズが多様で高度化して

いくというのはもう必然のことで、その中で適正な職員の中で、それに応え

ていくには、これは回答にもありますが、自治基本条例において規定されて

いるように、協働のまちづくりの考え方からいくと、そういった行政運営と

いうのは、もう当然のこと。それでやっていくには、やはりこういった人材

派遣の助成ですとか、そういったものにある程度頼っていかなければ、なか

なか難しいのではないかというふうに考えます。私のほうでは、過去の一般

質問を検証してみますと、2017年の３月の定例会では、集落支援員の活用推

進に関して提案させていただいています。これは、町のほうの、町長のほう

の回答では、情報提供を行い、自治会と話し合って、その決定に沿って集落

支援員が活用できるかの調査、検討し、方針を出していくというお答えをい

ただいていますけど、それについてはいかがでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   集落支援員の関係、これについては、町で採用すれば、専任の者では国

からいくらぐらいお金が下りる。兼任であればいくらということで。自治会
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等については、兼任のほうに入るんですが、ちょっとじゃあどういう事業を

お願いするかというのが、まだ町内部のほうでしっかり固まっておりません

ので、そちらは、進捗状況はあまりよろしくないというような状況です。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   2017年に提案させていただいて、それで今そういう状況というのはほとん

ど動かれていないんじゃないかというふうに考えますので、この辺について

は、しっかりやっていただくしかないというふうに考えています。ちょっと

こういうことを言うのもあれなのですけれども、昨日の自治会に関する質問

があるということは、やはりそういったニーズが非常にあり、住民はそうい

うことを求めていくということでありますので、何か適切な施策が用意され

ているんであれば、あえてこういったことを申し上げる必要はないんですけ

れども、実際、まだそういった提案がされている、住民ニーズがあるという

ことを考えると、やはりこれは非常に適切な考えではないかと思うんですが、

それについてはいかがでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   要するに、地域おこしでも支援員についても国の制度を使って、そういう

ような町が望むものと、それが本当にミックスをすれば、合えば使いたいと

いうふうには私は思っておりますけど、今の山北の現状を見ても、やはりそ

こまで待ってられない。町がこういう人が欲しい、こういう人材が欲しいと

いうふうになると、もうそこを国の助成、たまたまあればいい。それにぴっ

たりしたのがあればいいのですけれども、そういったことも待っていられな

い状況ですので、私としては、それは当然いい人がいれば、外部人材を一般

会計を使ってでも入っていただいて、やっていかなければいけない。行政改

革等で本当に人材を絞り込んでしまっておりますので、なかなか今のスタッ

フの職員の数で、いろいろなことに対応させるには、少し数的なものも含め

て足らないんではないかというふうに思っていますので、そういった意味で

は、やはり即効性のあるもの、また本当に必要な人材については積極的に必

要な人を入れていきたいというふうに思っております。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   その辺の考えは私と同様で理解されているということで、それに関しては
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非常にありがたいというふうに考えます。これも過去の質問なんですが、集

落支援員と同様に地域おこし協力隊の活用について、同じく 2017 年に質問

させていただいてまして、そのとき町長に関しては、共和地区をイメージし

て、地域で受入れができる状態が整えば一般で公募していきたいというふう

に思っているという御回答をいただいています。そのときに、一つの町長の

懸念事項として、いきなり山北町に来て、それで町のことが全部分かるわけ

じゃないと。そういう方にお願いするのはということで、やはりその辺に御

懸念があるというふうな発言であったというふうに認識しています。 

そういうことを考えると、例えば、今集落支援員に関しては、必要に応じ

てやるというような御回答をいただきましたけど。地域おこし協力隊につい

ても、その当時とは違いまして、今お試しの地域おこし協力隊、あと地域お

こし協力隊インターンということで、正規にいきなり３年間登用するのでは

なくて、もう期間を絞って、スモールステップで進んでいくと。先ほど、町

長が懸念されているような地域の実情をある程度理解してから、正式採用と

いうような手順を踏むことが過去の課題解決の中から、総務省は今メニュー

として用意されています。そういうことであれば、より導入については、ハ

ードルが低くなっているんじゃないかと思いますが、いかがでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   そういうふうに地域と、そこの人材、またそういった人がマッチすれば、

大変いい制度ではないかというふうに思っておりますので、そういった人が

実際に来ていただける、あるいは、また地域のほうでこういう人材が欲しい

というようなことであれば、非常によろしいんではないかというふうに思っ

ています。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   そういった地域の受入れですとか、そういったことに関しては、今後細部

は、また所管の課で相談しながら詰めていきたければというふうに考えてお

りますが、先ほど町長おっしゃられていたように、非常に経費が、職員も経

費も制限されている中で行うには、非常に有効な施策だと思いますので、ぜ

ひお考えいただき、導入をしていただきたいというふうに考えます。特に、

じゃあこれで、大体私のほうは御質問、提案させていただいたので、これで
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終わりにしたいと思いますが、最後に具体的な取組について、地域活性化セ

ンターの補助事業を活用というふうなことをお示しいただいていますけど、

今後、昨日も自治会のことであったりとか、それ以外のことでも、なかなか

地域住民、課題として困っていると。町長は実際、町長と語ろうの中で、住

民の方からいろいろなそういう要望を受けていると思いますが、こういう外

部人材の国の施策の活用に関しては、前向きでは以前はないかなというふう

に思っていたんですけど、今回は大分御認識がかかっているというふうに理

解していますが、独自に何か今お考えいただいていることがあれば、お示し

いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   まず総合的には藤原議員がおっしゃるような方向に国のほうも向かってい

ますし、私もそれについて、そっちの方向で一生懸命いきたいということは

思っております。 

一方で、やはり、例えば給食費の無料化のような中で、その辺の町でも

7,000万とかという数字が独り歩きしておりますけど、これも、要するに、今

の何というのですか。過去の予算と、これから来年度の物価の上昇を見ると、

とってもそんな金額ではいかないんだろうというふうに思っております。電

気代を見ても、すさまじい費用がかかっております。町の様々な施設でも、

当然補正を組まなければ対応できないような状態になっています。 

ですから、私としては、まず令和５年に対しては、まず耐えなければいけ

ないというような中で、何とか皆さんの生活の維持をしていく年ではないか

なというふうに思っておりますので、そういった中で、前へ進める施策は慎

重に進めてまいりたいというふうに思っておりますので、いずれにしても、

なかなか令和５年はお峰入りがあって、いい年ではあるんですけど、財政的

には、非常に大変な年になるんではないかというふうに思っておりますので、

ぜひそういった中で、皆さんと協力しながら前へ進めていきたいというふう

に思っております。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今、町長おっしゃったように、これからウィズコロナ、アフターコロナと

いうことで、財政的にも大変厳しいような状況ではあると思います。である
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ならばこそ、人口減少社会、税収も減少する中で、外部人材も含めて、住民

協働で乗り切っていかなければいけないというふうに考えますので、一つ前

に進むことをお願いします。 

以上で、質問を終わります。 

議      長   次に、通告順位８番、議席番号 12番、冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   受付番号第８号、質問議員 12番、冨田陽子です。 

件名、１.森林の多面的利活用の展開は。 

２.オーガニック給食の導入を。 

１．当町の面積の９割を占める森林の多面的利活用、保全再生が山北町の

「なりわい、いきがい、にぎわい」につながると考える。 

また、世界的な新型コロナウイルス感染によるウッドショック、戦争によ

る円安、燃料・物価高騰など、海外の資源に依存することによる影響が、行

政の執行や住民の家計に影響を及ぼしている。今こそ地域で自給できる仕組

みや支援を整え、持続可能な社会を目指していくべきであると考え、問う。 

①所信表明で示された森林利活用の展望は。 

②建築資材、エネルギー資源、木育の材料として、今後の木材活用の方向

性は。 

③観光によるオーバーユースや、災害・開発・放棄・獣害等による森林の

荒廃に対する環境保全再生の対策は。 

２．子どもの口に入れる食べ物がどこで作られ、安心安全で、かつ持続可

能な方法でつくられているかを重視している保護者が増えている。給食に使

われる食材を近隣地域でかつ有機栽培された野菜を積極的に取り入れること

で、食育や子育て支援、農業支援にもつながると考え、問う。 

①有機栽培された食材を積極的に取り入れた給食の導入について、町の考

えはいかがか。 

議      長   答弁願います。 

町長。 

町      長   それでは、冨田陽子議員から「森林の多面的利活用の展開は」、「オーガ

ニック給食の導入を」についての御質問をいただきました。 

初めに１点目の「森林の多面的利活用の展開は」について、１番目の御質
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問の「所信表明で示された森林利活用の展望は」についてでありますが、所

信表明でお示しした「森に囲まれた教室」の開設については、共和地域で行

われている「川崎市交流事業」や「水源地域交流事業」、また、今年度より

実施しております川村小学校児童による「森林体験学習」をベースとして、

子どもたちがより安全で安心して森林体験活動ができるよう、森林内に見学

用の経路や作業広場、休憩エリア等の整備を進めたいと考えております。 

さらに、共和のもりセンターの機能を生かし「間伐材クラフト教室」や

「山の恵み料理教室」といったことができないか検討してまいります。 

また、森の情報発信については、県立西丹沢ビジターセンターと連携し、

登山客によるＳＮＳでの情報発信を促進する方法を検討したいと考えており

ます。 

次に、２番目の御質問の「建築資材、エネルギー資源、木育の材料とし

て、今後の木材活用の方向性は」についてでありますが、まず、建築資材に

つきましては、町内産の木材を積極的に活用する「旧山北体育館代替体育施

設」の建設を令和６年度に予定しておりますが、実際に建築資材として町内

産の木材を活用していくためには、品質、搬出量、製材方法などにおいて課

題が多いので、県森林協会や森林組合等の関係機関と連携して、町内産の木

材を活用する仕組みづくりを進めていきたいと考えております。 

また、木育の材料といたしましては、今年度より、こども園等に町内産を

含めた地域木材を活用した遊具等を導入してまいります。そして、来年度以

降には、小・中学校の各教室の表札や学習机の天板の導入なども考えており

ます。 

次に、３番目の御質問の「観光によるオーバーユースや、災害・開発・放

棄・獣害等による森林の荒廃に対する環境保全再生の対策は」についてであ

りますが、森林の荒廃化防止には、これまで水源の森林づくり事業などで実

施してきた間伐、枝打ち、下刈り等の森林整備を引き続き計画的に実施して

いくことが重要であると思います。 

一方で、獣害に関しましては、広域ジビエ処理加工施設の導入による有害

獣の捕獲促進が期待されており、現在、施設の早期稼働に向け、足柄上地域

５町により調整を行っております。 
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また、登山者の過剰利用による登山道の損傷や踏みつけによる森林植生の

退行などのオーバーユースについては、早期の発見とその対応が重要である

ことから、登山者による被害情報の提供方法などについて、例えば道標にＱ

Ｒコードの設置や位置情報とＳＮＳを活用したシステムづくりを検討してい

きたいと考えております。 

次に、２点目の「オーガニック給食の導入を」についての御質問の「有機

栽培された食材を積極的に取り入れた給食の導入について、町の考えはいか

がか」についてでありますが、オーガニック給食は、有機栽培された野菜を

使用することで農薬・化学肥料の使用に伴う環境への負担軽減等有意義な取

組であると承知しております。 

しかし、有機栽培された野菜は生産者が少なく、給食に必要な数量の確保

が難しいことや価格が高いこと、調理の際の下処理に時間がかかるなどの課

題があります。 

また、現在、町内において有機栽培の野菜を調達することが難しいことか

ら、地産地消による地場産物の活用率の低下も考えられます。 

学校給食は、限られた予算の中で、大量の食材を限られた時間で調理しな

ければならず、有機野菜の供給量やコスト、下処理などを考慮すると、現段

階において積極的に活用していくことは困難であると考えております。 

議      長   12番、冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   では１問目の質問から再質問させていただきます。答弁にありました「森

に囲まれた教室」の開設については、確認ですが、今後共和のもりセンター

を拠点として共和地区の森林内を整備していくということでしょうか。 

議      長   農林課長。 

農 林 課 長   町長の答弁にもありましたとおり、現在、共和地区で実際に子どもたちが

森林の学習を中心に行っておりますので、山北町内ほかにいい場所があれ

ば、もちろん、そういう場所も対象になると思うんですけども、現実的には

共和地区が行っているエリアで実施するのがいいかと考えております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   もし、具体的な整備計画等がもしあれば、御説明願います。 

議      長   農林課長。 
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農 林 課 長   こちらも現在、実際に共和地区において、いろいろな課題、例えばヤマビ

ル一つとっても、一度交流事業をやるに当たって、地域の皆さんが前日に

消毒、防虫を行ったりすることを含めて、または間伐する上では、なかなか

危険が伴うということも承知しておりますので、そういうところがなるべ

く子どもたちに負荷がかからないような場所、例えば冨田議員も御存じの

とおり、先日川村小学校の生徒を案内した場所であるとかというのがかな

り有効な場所であると認識しておりますけども、もちろん、受入れ側の地域

の皆さんの御要望ございますので、農林課といたしましては、地域の希望

をお聞きしながら対応していきたいと考えております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   これまで共和地区で取組をしていた森林体験教室ですとか、そういうこと

が、これが実を結んで共和地区を中心に、こういった整備をしていただける

ということは大変うれしく思います。 

一つ確認なんですが、昨日の一般質問の答弁の中にもありました玄倉の森

林館を利活用した子ども向けの施設というのは、また、「森に囲まれた教

室」とまた別のことをここでは考えられているということなんでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   玄倉の森林館や薬草園については、民間企業等タイアップして、そういっ

たようなことを進めていきたいというふうに考えております。また、共和か

どこか、その森林の再生をしなければいけないというふうに思っております

ので、ただ単に今やってらっしゃる、子どもたちのところということになる

と、やはり共和のもりセンターとかそういったところになってしまうなとい

うふうに思いますけど、それ以外のところをどういうふうに活用していくか

ということも大事なものだというふうに考えておりますので、そういった中

では、いろいろな試行錯誤をしながら、その森林の再生をやっていきたいな

と思っております。 

できるかどうかは分かりませんけども、私の一つの頭としては、ある区間

をちょっと柵を作って、そこにヤギとか羊とか、鶏か分かりませんけど、そ

ういったような動物を放し飼いにして、そこの堆肥でそこの地域を少しでも

再生できるようなことができないかというような、そういうようなことを、
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ある地域では豚を使ってやっているというようなことも聞いておりますし、

そういったような動物を使いながら、ある一定の区間を少しずつ森林再生が

できないか、少しでもそれを利活用できないかというようなことを考えなが

ら進めてまいりたいというふうに思っております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   その森林の活用に関してなんですが、１年前の町長との座談会の際から、

森林の活用の一つとして、ＣＦＯ制度をやっていきたいというふうに町長話

されておりました。昨日の答弁の中でも出てきたかと思います。今年５月の

地域情報誌への掲載の中でも、「森」の活用を子どもたちと。山北町で進む

ＣＦＯ制度というふうに書かれていましたが、これ私自身も大変興味ありま

すし、町民からも多数問合せが来ているんですけども、議場や全協で伺った

ことがなかったので、具体的にどのような制度なのかを御説明伺います。 

議      長   町長。 

町      長   私も４期目のぜひやってみたいことの中に、ＣＦＯという、チルドレン・

フォレスト・オフィサーというような考えがございます。こういった考えに

賛同していただく企業なり、個人なりを広く、山北町に誘致して、そして一

緒になって、この山北町の自然を利活用できないかというようなことで、今、

企業版ふるさと納税のほうで、そういったようなＣＦＯを何とか、皆さんに

知っていただいて、そして協力していただけるような、そんな取組をしてい

きたいというふうに思っておりますので、若干、まだ時間はかかると思いま

すけども、そういう方向でやっていきたいというふうに思っております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   今その説明していただきました、その町長の思いが、ＣＦＯ制度なんだと

いうことは理解しましたけれども、今、私自身もその森林や山と人の暮らし

というのが離れてしまっている現在の状況で、林業従事者がどれだけ増えて

も、補助金がどれだけ充実しても、山がよくはならないなと感じているので、

その町長の思いというのは理解するんですけど、具体的なそのＣＦＯ制度と

いうのが、いまいち山北町として、その制度というものを使って何かをする

のか、制度自体をどう山北が形にしていくのか、その辺をちょっともう少し

御説明をお願いします。 
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議      長   町長。 

町      長   当然、山北町だけでできるというふうには思っておりませんので、これに

賛同していただける個人や団体、企業、そういった方が、町にかなりの投資

をしていただけるような仕組みづくりができないかということで考えており

ます。それは当然、財政的なこともあるでしょうし、また人材的なこともあ

るでしょうし、当然町内だけでは、この今の人口ではなかなか難しいという

ふうに思ってますんで、外部からそういったような人たちが協力していただ

けるような方法を何とか工夫して進めていきたいというふうに考えておりま

す。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   今、民間という言葉も出てきましたが、ふるさと納税の返礼品の中間事業

者として、山北町と業務提携をしている某ベンチャー企業のホームページに

もそのＣＦＯという記載がありまして、子どもたちと山北町の未来をつくる

とありますが、この企業とＣＦＯ制度についても業務提携をしているという

認識で合っているんでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   そうですね。そういったような認識で今やらさせていただいておりますん

で、まだまだ一般的に知れ渡っておりませんので、これからそういったよう

な考え方を皆さんに知っていただければというふうに思っております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   この企業と業務提携しているということは、ＣＦＯの具体的な、山北町で

行いたいという事業を町が企業に委託するという形になるんですか。 

議      長   町長。 

町      長   ですから、今、ＣＦＯについて町の基本政策の中に何とか盛り込めないか

というようなことで考えておりますんで、そういった中で、やはり町として、

この森林を何らかの形で利活用していくために私はＣＦＯという考え方も大

事ではないかというふうに考えております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   ＣＦＯという考え方ということがちょっと分かりにくいんですが、その子

どもの森林責任者という英語の訳になるかと思うんですけども、それはその
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例えば子どもと森林が関わればもうＣＦＯに当てはまるのか、共和でやって

ることもＣＦＯに当てはまるのか、どういうふうな、何がＣＦＯなのかとい

うことが今私の中で見えてきてないんですけども、もう少しそこの説明いた

だいてもいいですか。 

議      長   町長。 

町      長   簡単に言ってしまえば、今ある自然を未来の子どもたちに残したいという

ような考えですけど、その方法はいっぱいあるというふうに考えております

ので、この方法だけがＣＦＯだというふうに考えておりませんで、そういっ

たような、今ある、町が持っているこの自然を壊すことなく、次の世代の子

どもたちにどうやって引き継げるか、そのためにいろんな方法があるんでは

ないかというのが、私のＣＦＯに対する考え方でございます。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   いろんな考えがあるという中での、今後ということなんでしょうけど、そ

の業務提携している企業がホームページの中で森林活用の具体的構想として、

タイムカプセルを自由に埋め立てることができる森林、埋立地構想ですとか、

山北町の森林が当たるガチャガチャなど、山北町で思い出をつくりにくる多

くの層が面白がる企画を実行とあるんですけども、こういうことも山北町が

委託をしてやっていくということで合ってるんでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   ですから、これがＣＦＯで、この事業ですよということではなくて、相対

的な、まず自然を子どもたちに残したいということと、それからいろんな施

策ですね、山北がやるものもあるし、あるいは企業さんがこういう考えでや

る、例えばゼロカーボンでやりたいとか、あるいは木のいろいろな、何てい

うんですか、子どもたちの遊び場であるとか、あるいは癒やしであるとか、

学習であるとか、そういったようなものも当然入ってくると思いますし、そ

れらは、それぞれが皆さんがこういったことをというふうに考えることは、

当然、我々としては幅広く受け入れて、そしてやっていただけるんなら、非

常にありがたいというふうに思いますが。ただ、そうはいっても山北町とし

てはいくつかのメニューを考えなければいけませんので、そういう中では、

森の学童というか、そういうようなものも当然考えていって、その中でもう
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少しスキルアップして、磨き上げていきたいというふうに考えております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   今おっしゃっていた森の学童、あるいはこれまで話されていた森の託児所

ということをイメージされているようなんですけども、そういうのはもう来

年度からの計画に盛り込まれていたりとかするものなんですか。 

森の託児所とか、森の学童ですとか、具体的なその内容が出てきてますけ

ども、それがＣＦＯに当てはまることであり、来年度以降、山北町としてや

っていきたいということなんですか。 

議      長   町長。 

町      長   私個人としては、そういう方向でやっていきたいというふうに思っており

ますし、それは総合計画なり、いろいろな計画の中で順次優先的なものがあ

れば、そちらのほうが優先されるでしょうし。そういったようなことでは、

絶対これを優先に、最初にやっていくんだということではございませんけど、

今そういったことを総合的に勘案しておりますので、やはり今やっている川

崎市との交流とか、いろんなところをやっておりますので、そういった事業

は大事な事業ですので、そういったところは積極的に進めながら、さらにそ

れをスキルアップできるような事業を進めていきたいというふうに思ってお

りますんで。もちろん、託児所とかそういうのは、一番皆さんに理解してい

ただく具体的なイメージではないかということで伝えてありますので、これ

が当然少しずつ変化していくということはあり得るんではないかというふう

に思っております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   ある取材の記事では、森の託児所の予算措置、予算をかけないというふう

な取材の記事が出ていまして、先ほど出ましたベンチャー企業がその活用を

考えているという形になっているとありまして。そういうことが取材のネッ

トの記事から分かったことなんですが、これまでそういった内容というのが、

議会として説明が受けてこなかったので、今改めてどういった経緯で、企業

にそういうことを計画されているのか、どういった契約内容なのか、お聞か

せ願います。 

議      長   町長。 
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町      長   具体的に、どの企業ということはないんですけど、今いろんな提案を受け

ております。そういう中でのプレゼンがこれからあるというふうに思ってお

りますので、そういった中で、山北町に一番ふさわしいものを選んで、そし

て、また町と一緒になって協力してやっていけたらいいなというふうに思っ

てますので、今複数のところが来ておりますし、また私もこの間長野に行っ

たときに、そういったような白馬のほうで、スノーピークというようなとこ

ろも視察してきましたし、様々なところでいろいろな企業が、そういったよ

うな自然を活用した提案をしていただいておりますんで、そういったものが

山北町とどのようにマッチングできるかということがこれから非常に大事で

はないかというふうに考えております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   様々な企業が今後プレゼンして、そこから選ばれるということなんですけ

ども、このふるさと納税の中間事業者の方がその得られた寄附金の１割程度

の金額を原資として森林の活用にというふうな記事があったんですけども、

その事業者がやるわけではないということなんでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   そうですね。あくまでも企業版ふるさと納税ということを考えますと、町

のそういったようなことに対して、企業がぜひ積極的にやってほしいという

ことで寄附をしていただけるわけですから、主体は町になるというふうに思

います。ただ、企業の寄附していただく意向がありますので、その方向によ

って、それを使っていくというようなイメージだというふうに私は今のとこ

ろ捉えております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   そういったことが、これまでの今回の所信表明のところには出ていなかっ

たんですけども、それは行く行くということなんですか。 

そのＣＦＯ制度を含めて、今回の７月に出された所信表明の中には、具体

的にそういったことを考えられていますけれども、その所信表明の中には示

されていなかったというのは、これはなぜなんでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   今いろんなものが絡んでると思います。私としては、山北町にある、これ
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だけの森林を生かしたものをＣＦＯというような切り口で少しでも前へ進め

たい。一方では、ちょうどタイミング的には新東名のスマートインターが開

通する。そこに来ていただく方に何を見ていただくか、何を楽しんでいただ

くかというときに、やはり一つはそういったようなキャンプであるとか、Ｃ

ＦＯであるとか、森林であるとか様々なものが対象になるのではないかとい

うふうに思っておりますんで。かなり、まだ具体的なものがお示しできない

のが歯がゆいですけども。全体としては、様々なものがこれから、かみ合っ

ていくんではないかと、またかみ合わせて何とか皆さんにお示ししたいとい

うふうに思っております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   これからが本番というか、今後これを活用してということなんでしょうけ

れども、話戻りますが、先ほどのそのＣＦＯ制度として業務提携された企業

というのは、これまでに森林の活用についての実績等があって、このところ

を選ばれたのか、どういった経緯でこの森林活用について提携をされたのか、

ちょっと御説明願います。 

議      長   町長。 

町      長   具体的なことについては、森林館・薬草園については、企業のほうからそ

ういうような提案をいただいております。また、つぶらの公園のかんぽの跡

についても、様々なグランピングであるとか、そういったようなこともいた

だいておりますし、また大野山、あるいはほかのところでも提案はいただい

ておりますけど、なかなかそこのところを活用するというのは、非常にハー

ドルが、保安林であったり、いろいろな交通の問題であったり様々な問題で、

なかなか実現が難しいというのが、今現状でございますんで、町といたしま

しては、今の現状の中でできる範囲のことを、まずやっていかなければいけ

ないというふうに思っておりますので、その中で、ちょうどタイミング的に

は、新東名のスマートができたり、そういうようなことが見通しております

ので、そういったものと含めて、どのように町のグランドビジョンを少し描

いていけるかというようなことを考えております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   すみません、ちょっと私の質問の趣旨が伝わってなかったかと思うんです
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けども、そのＣＦＯ制度で業務委託した事業者がこれまでの実績があって、

そのような業務提携をされたのかどうかということをもう一回お聞きします。 

議      長   町長。 

町      長   ぴったりそのＣＦＯの考え方に100％すぱっと入るかどうかというのは、

ちょっとまだ実際にそういう提案を受けておりませんので、できませんけど

も、基本的には先ほど言ったＣＦＯの制度というのは、あくまで未来の子ど

もたちに今の自然を残したい、そのためにどうしたら今の自然をあまり壊さ

ないで維持できるかということがＣＦＯの根本的な考え方でありますので、

そういったような枠の中で広く考え方を理解していただけるような企業なり、

個人なり、団体のほうの皆さんに理解していただければ、協力をいただける

んじゃないか。ただ黙っていても協力していただけませんから、そのために

はいろいろなふるさと納税であるとか様々なものを活用して、やっていかな

ければ、ただ言っていても。実際に、私も今知り合いの首長とかにしゃべり

ますけど、話は分かったよと言うんですけど、具体的なことは起きてきませ

んので、そういったような具体的なことはこれから起こるように動いていき

たいというふうに考えております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   何か質問と答えが若干、あまりしっくり自分の中では腑に落ちていないん

ですけども、今後そういうところを、企業なり、いろんな民間企業との連携

で山北町として森林を活用していくということですと、やはり町民にも広く

理解を得られなければとも思いますし、この議会としてもそういうことの説

明を受けたいなと思うんですけども、そういう点はいかがでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   当然、これから広く皆さんに理解していただくようなことはやっていかな

きゃいけないと思うんですけども、今現在、冨田議員からの質問の中の答え

としては、農林課長が申し上げたとおり、今現在進めているところをしっか

りと、まずやっていかなければいけないというふうに思っておりますので、

その先にあるのが、ＣＦＯといったような私のこの４期目の考え方の中に入

っておりますので、それらはこれから計画の中でしっかりと位置づけをして

いきたいというふうに考えております。 
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議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   それでは、２つ目の質問の②の質問のほうに移らせていただきます。 

今後の木材活用の方向性についてはという答弁の回答では、「旧山北体育

館の代替体育施設に、町産材を活用していくには課題が多い」という回答で

すが、現在のその具体的な木材の数量ですとか、県産材や町産材の確保等、

現在の進捗状況が分かる範囲でいいので、説明があれば願います。 

議      長   農林課長。 

農 林 課 長   まず現在、山北町で間伐を中心に、木材として搬出している数量が、年間

約2,000立米前後でございます。この2,000立米というのはどのぐらいかとい

うことなんですけれども、今回、旧山北体育館代替体育施設を木造で建築し

た場合に使う資材、木材量が約300立米と考えられております。ですので、余

裕に建てられるとお思いでしょうが、建築材として、木材を利用する場合に

は、これは法律の中で、いわゆるＡ材と言われるものではないと建築の構造、

例えば柱とか、構造に重要な部材には使えないということになっておりまし

て、300立米の木造建築のうち、約９割がＡ材でないと建築できないと。一部、

相当加工料金の高い集成材で構造材として使えるというのがあるんですけ

ども、基本的にはＡ材が90％必要だということで。単純に270立米が必要だと

いうことなんですけども、山北町、先ほど約2,000立米の搬出木材があるんで

すけども、高く見積もってもそのうちの２割程度しかＡ材がないという形に

なっておりまして、なかなか山北町内だけで建築資材を調達するというのは、

まずそこが課題だと。 

あと例えば材木を切り出しまして、木材にして使うとなりますと、当然そ

の丸太で出したものを製材をする、製材をしてから乾燥をする、それから建

築資材として使うという中が、なかなか山北町内でそれが完結するようには

なっていないと。こういう問題がありますので、今、生涯学習課のほうが中

心となりまして、そういう木材建築にたけている専門家の方を、アドバイス

を聞きながら今実施をしているという状況で、取りあえず令和６年度でござ

いますので、今年度より町内産の木材を確保するような形で今農林課として

動いているというような状況でございます。 

議      長   冨田陽子議員。 
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12 番 冨  田   内容については理解いたしました。また木育の材料としましても、今年度

からこども園等に町産材を含めた地域木材を活用した遊具等を導入していく

というふうに考えられて、導入していただけるわけですけれども、こちらの

ほうに関しての進捗具合というのは、どういった感じでしょうか。 

議      長   農林課長。 

農 林 課 長   こちらに関しましては、先ほど町長の答弁にもございましたけども、今年

度、こども園等に遊具をまず導入して、今製作している最中でございます。

こちらにつきましても、加工していただいている業者さんが、一応間伐材を、

山北産の場合は写真等を撮りながら、山北のどこどこで産出された間伐材だ

という形を証明していただきながら造っております。ただし、こちらも全部

が全部山北町内かという形では、なかなか難しい状況でございますので、足

柄地域とか、そういう形の中で、地元産の木材を利用して遊具のほうを造っ

ております。現在、こども園、向原保育園、あと岸幼稚園、こちらのほうに、

先日議会でも説明させていただきました内容についての遊具等を、今制作を

しているというような状況でございます。 

また、来年度以降になりますけども、今度は、中学校等の各教室の表札、

または学習机の天板、こちらは、かなりほかの市町村でもやっていることで

はございますけども、天板のほうを、これは特殊な加工は必要ないんですが、

全て町内産でできるような形で、一応調整をしているような状況でございま

す。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   この構造材としての山北町産材というのは、課題が多いということは分か

りましたけれども、木育の材料という観点からはこの町産材、地域木材を積

極的に使用していただける機会が多くなってきているということは大変うれ

しく思いますし、今この町がこのように積極的に取り組む姿勢を見せて、実

際に山北の木が加工されて多くの方に、目や手で触れていく機会が多くなる

ってことは、林業従事者とか、森林所有者の意欲にも増していくと思います

ので、今後も積極的に取り入れていただきたいと思います。 

このＡ材ですとか、いい材を確保するというのは今すぐには難しいことか

もしれませんが、木育等、様々な木材を町産材で賄うといったときに、一つ
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の提案ですけども、近隣では、小田原市が基金材という仕組みを取り入れて

います。実際の山の現場では、森林の長期的な計画に基づいて間伐や搬出を

行っています。かつ、切って乾燥も必要なので、すぐ使用できるわけではな

いというのが木の特徴なんですけども、いきなり建物建てるからとか、いき

なりまとまった数量が欲しいというニーズに、その地産地消というところで

いくと、ニーズには対応できないという問題もあると思います。小田原市で

は、毎年決められた予算額を木材の伐採、搬出、製材、乾燥、そして保管等

のために確保されていまして、毎年一つの学校の木質化やリフォーム等に使

用されているという現状があります。 

このように一定の予算額が確定されていれば、現場側も計画的に伐採、搬

出することができますので、山の斜面や作業員への負担も軽減されますし、

材料が必要になったときに、急に予算を確保しなくて済むので、早く着工で

きると思うんですね。なので今後、森林環境譲与税の一部をこのような形で

町内の木材調達に計上していくということが、今後も木育ですとか、建物の

町産材の木材を利用するというときに利用しやすくなるのではないかなと考

えておりますが、そこら辺はいかがでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   非常に、木育については、山北町、これだけ森林が多いもんですから、必

要だというふうに考えております。そういう中で、今言ったような予算的な

ことについては、まだ１回も話はしておりませんけども、山北町三つの財産

区がございます。その財産区の中で一定の金額をもし出していただければ、

そういったような木育のところができるのではないかというふうに思ってお

りますので、今度一回、財産区の管理会の中で話してみたいというふうに思

っております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   じゃあ、そこはもう森林環境譲与税というわけでなく、財産区と連携して

という考え方ということですね。財源は今後話し合っていただきたいことで

すけども、木材の一つのストックの形として、災害時の仮設住宅等の材料と

しても、そういう木材を一定の予算額が確保されていれば、ストックできる

んではないかなというふうに考えています。一つの例ですけれども、板倉工



 

30 

法という同じサイズの４寸角の柱と３寸の板のたった２種類だけで構造材や、

屋根から壁まで造れてしまうという造り方もありまして、それが実際に３.11

の震災の際には、福島で復興住宅として建てられて利用されたということで

す。解体もしやすいので、仮設住宅が終了した後は、住居としても使うこと

が可能だということです。こういう木材の一定程度の予算額が確保されて、

木材がストックされるということによって、災害時にもし町民の方で被災し

て家に住むことができなくなった方のためにも、こういう木材がストックさ

れるということで安全、災害対策にも応用できるのではないかと思うんです

けれども、その辺はどうお考えでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   もう既にその提案は、財産区のほうから受けておりますけども、まず手順

としては、貯木場を今、森林組合等でも探しております。いきなり製材にで

きるわけでは、まあ数量が決まっていればできますけども、できるわけでは

ないんで、切ったものをある程度、貯木場で乾燥させなければいけない、そ

の場所が今、どこが適切かということで、森林組合さんのほうで探しており

ますんで、そういったような、まずそこのところを始めて、そこから次に、

今度は貯木場から製材に持っていって、製材したものを今度はどこに置いて

おくのか、濡れないような建物も必要になるということで、段階的にやって

いかなければいけないというふうに思っておりますので、少しずつ始めたい

というように思っております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   そこは前向きに検討していただきたいと思います。 

２点目の質問に移ります。答弁の回答では、このオーガニック給食の導入

というのは「課題が多くて積極的に活用していくのは困難である」という回

答でしたが、現在この川村小学校で山北の食材を取り入れた献立が、「かな

がわ学校給食夢コンテスト」にて、教育長賞を受賞されたりですとか、園、

小中統一メニューとして、山北「鉄道の日」献立には、山北産の食材を多く

使った給食というのを提供されておりまして、食育や地産地消をはじめとし

て、給食にかなり力を入れられているなというのが実感としてあるんですけ

れども、この山北産の食材というのは、現在どのように調達されているんで
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しょうか。 

議      長   こども教育課長。 

こども教育課長   山北産の材料になるんですけれども、野菜につきましては、実際に名前を

出していただくと、「とれたて山ちゃん」、こちらのほうは、園のほうも、

小中学校のほうも使わせていただいておりまして、それ以外、そこで調達で

きない野菜は、町内の商店等を使わせていただいてございます。それと、も

やし等につきましては、製造販売している会社が町内にございますので、そ

ちらのほうから調達と。あと肉等につきましては、やはり町内のお肉屋さん

のほうから買わせていただいています。「とれたて山ちゃん」につきまして

は、町内の方の農業従事者の方のものがほとんどですので、これは町内産を

使えるということですけれども、それ以外の肉とか、それ以外、仕入れてき

たところが県内なのかその辺はちょっと不明ですけれども、そちらのほうを

使わせていただいてございます。パン、牛乳、御飯につきましては、これは

学校給食会というのがございます。そちらのほうを通しまして、そちらの指

定の工場のほうから入れさせていただいてございます。牛乳につきましては、

中井にあります、旧の共楽の今、あしがら乳業だったか、タカナシですね、

そちらのほうから入れているんです。それと、米とパンにつきましては、学

校給食会の指定の工場がたまたま町内にございます。そちらのパンの工場の

ほうから入れておりまして。こちらのほうは、聞いてるところだと上郡、ほ

とんどがそちらのほうから入れていると聞いております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   様々な食材を近隣地域で調達できているということを理解いたしました。

そして野菜については、山北産の「とれたて山ちゃん」から生産者から、山

ちゃんを通して購入されているということが理解しましたが、答弁にありま

す「有機野菜を調達することは難しい」ということなんですけども、この生

産者さんとうまく連携を取って有機栽培で作ってくださいというお願いする

というのは、難しいことなんでしょうか。 

議      長   町長。 

町      長   我が家でも、山北中学校のほうに筍なんかをやっておりますけど、基本的

には、私は、オーガニックもいいんですけども、ナチュラルな自然のものが
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いいんではないかというふうに思っておりますんで、そういった方向で、や

っていけたらというふうに思ってます。 

オーガニックに関して、諸外国では非常に盛んですけども、日本について

は、非常にそこが曖昧で、例えば種なんかにそういうような規格が全くない。

外国ですと種から有機栽培じゃないと駄目というようなところですけど、日

本ではそういうのはございません。ですから、やはりオーガニックというの

は、日本ではなかなか、やっている農家結構いらっしゃるんですけど、なか

なかそこのところは定着しにくいというのは、やはり我が家も農家ですから

分かるんですけど、やはりなかなか抵抗があるんで。コストもかかる、それ

から金額も。農家にとってはいいことなんですけど、買っていただく方はど

うしても、そういったような高いものになってくるというようなことは伺い

ますんで。我々としては、できるだけ低農薬、あるいは全く無農薬で自然な

ナチュラルな食材が提供できないかというようなことを考えておりますんで、

そういった中では、これからは、今、何ていうんですか、こういった世界的

な、肥料の高騰とかそういうのを考えますと、やはり日本が一番進んでいる、

そういったような例えば土壌細菌とかそういったようなものを生かしながら、

農業を進めていけたら、そういったような食材は無農薬でもかなり低コスト

でも可能ではないかというふうに思っておりますので、そういった方面に力

を入れていきたいというふうに思っております。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   オーガニックとか有機とかという言葉を使うと、どうしてもＪＡＳ認定と

か、そういうふうな認定されないとみたいな基準が出てきてしまうと思いま

すが、今町長言われたように、そのナチュラルですとか、低農薬とか、そう

いったその既存のＪＡＳ認定とかにとらわれず、山北町が考える安全な野菜

ということの基準をつくっていただければ、導入というのは難しくないと思

うんですね。私が一番導入に必要だと、オーガニック給食の導入が必要だと

思う理由の一つで、今町長おっしゃられてたように、日本は農薬大国と言わ

れてまして、日本の農薬の使用量というのは、国連の食糧農業機関の調べで

も世界第２位と言われています。海外、特にＥＵでも使用禁止となった農薬

も日本は使用可能で、2018年度以降、海外で禁止になった農薬というのがど
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んどんこの日本に輸入されているという現状があります。輸出量が多いもの

としては、除草剤のパラコートとか、ジクロロプロペンというもの。それは

強い毒性があったり、地下水の汚染ですとか発がん性があるというふうに言

われています。日本では逆に農薬の規制緩和が行われているような現状でし

て、グリホサートという除草剤ですとか、ネオニコチノイド系の農薬とかの

使用が日本では可能になっていますので、海外から輸入されている、グロー

バル経済の中で日本が販売市場になっているという現状があるんですね。 

そういったことを知らずに口にしてしまっている現状もあるかとは思いま

すし、生産者の方の中には、子どもたちにいいものを提供しようと思って、

有害なこととか、世界的な市場を知らずに使用されている方もいらっしゃる

と思いますし、逆に現在も出荷されている方の中には、そういうのを子ども

たちのために控えられているという方もいるかと思うんですね。 

なので、そういったことから、もう少し山北町としても、出してくれる方

のを必ず買うというよりかは低農薬ですとか、そういう発がん性のあるもの

を控えてくださいとか、そういったふうな食材の提供をお願いを。連携を強

化すれば可能ではないかなと思うんですけども、そこら辺はいかがでしょう

か。 

議      長   町長。 

町      長   まず、消毒というかなんですけども、実際作ってる農家は、嫌なんですよ。

自分たちが一番近くでやってますんで、必ず副反応というんですか、そうい

ったのはいずれ出てしまう。うちの両親なんかも、祖父なんかもみんなそう

ですけど、やはり80、90になるともう、そこの農園のほうへ、消毒したとこ

ろに入ると、何ていうんですか、皮膚が反応してアレルギーが起こってしま

うというようなことを経験してますので。基本的に農家は農薬は使いたくな

い。しかしやはり、嫌々でもそういった中で使っていく。二つ、要するに、

害虫と病気のほうがあるんですけども、害虫については、手間さえかければ、

ネットをかけるとかいろいろな方法で防げるんですけど、病気については、

なかなかこれが防げないと、今の状況ではですね。ですから、もし病気を防

ぐためにどういうふうな方法があるというので、いろいろ考えてはいるんで

すけど、どうしても安易な方法としては消毒してしまうというようなことが
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ございますけど。これらは、なかなか難しい問題だとは思いますけども、極

力消毒を低農薬にして、農薬を使わないというようなことでは、当然、一緒

になって進んでいきたいというふうに思っております。 

議      長   冨田議員、時間の関係もありますので、最後の質問でまとめていただけれ

ばと思います。 

冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   今回、提案させていただいたのは、かなり現実的には難しいことかもしれ

ませんが、今年の７月に国で、みどりの食糧システム法というのが施行され

て、その中の一つとして、有機農業の面積を拡大させるとか、化学肥料や農

薬を低減させる目標というのが施行されました。それが結構、今後にとって

チャンスになるのではないかなと。徐々に補助金とかが出てくれば、給食費

の削減にも、そういうのを活用して給食費の削減にもつながりますし、購入

する際の生産者のほうの助けにもなっていくと思うんですね。そういう補助

金をうまく利用していただければ、今後、今すぐには導入は難しいかもしれ

ませんけれども、今後山北町として、そういう安全・安心な野菜や食材を利

用していくという公言することで、生産者側のほうの意識も高まると思いま

すし、その農家も買い取ってくれるということで収入も安定しますし、生業

とか生きがいにつながっていくと思うので、今すぐということは私も考えて

いませんが、一品ずつですとか、月一ですとか、長い目で取り組んでいただ

くということを考えていただければいいなと思います。 

終わります。 

議      長   教育長。 

教   育   長   今、言われたように、「みどりの食糧システム戦略」、目標が定められて

おりまして、25％ですか、農作地がね。そのうちの実際は0.2％という、まだ

全然進んでいないという、そういう状況があるというところの中で、今、町

内の小中学校の給食につきましては、町内の割合が13.1％、それから、県内

の食材が32.4％、国産割合は91.7％。非常に高い率で給食の食材を提供して

います。基本的には、学校給食は安全であります。食材については。ですか

ら、そういう中で進めておりますので、これをオーガニック、あるいは有機

栽培、確かに栄養価が高いとか、味が濃いとか、いろんな利点はありますけ
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ども、課題もいろいろ町長の答弁もありましたように、課題もあります。で

すから、そのところを一つずつ解決していかなければいけないんじゃないか

なというように思っております。 

ですから、一度にはこれはできないというところの中で、給食だけではな

くて、我々３食、食べてますので、そういった中でのところの認識も、やっ

ぱり高めていかなきゃいけないんじゃないかなというふうに思ってますので、

ちょっとすぐにはこれ解決できる問題じゃありませんけども、行く行くは、

そういう形の中では、より安全な給食の提供ということは考えていきたいと

いうふうに考えてございます。 

議      長   ここで、暫時休憩をしたいと思います。 

再開は、11時５分。11時５分といたします。      （午前10時52分） 

議      長   休憩前に引き続き、会議を開きます。         （午前11時05分） 

日程第２、議案第70号 山北町個人情報の保護に関する法律施行条例の制

定についてを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第70号 山北町個人情報の保護に関する法律施行条例の制定について。 

山北町個人情報の保護に関する法律施行条例を別紙のとおり制定するもの

とする。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、個人情報の保護に関する法律の施行に関し、本

条例を制定する必要が生じたため提案するものです。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   それでは、議案第70号 山北町個人情報の保護に関する法律施行条例の

制定について、御説明申し上げます。 

初めに、本条例を新規制定する趣旨でございますが、令和３年にデジタル

社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律が制定されたことによ

り、個人情報の保護に関する法律の改正法が令和５年４月１日から地方公共

団体に適用されることとなりました。これに伴い、各地方自治体において法
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律にのっとった制度運用を図る必要があることから、本町の個人情報の保護

制度についても所要の対応を講ずる必要が生じており、本条例を制定するも

のです。 

それでは、条例の概要を説明させていただきます。 

１枚お開きください。 

本則でございますが、第１条につきましては、本条例の目的を規定してい

ます。第２条につきましては、実施期間を規定しています。町長部局、教育

委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、

財産区としています。第３条につきましては、法律では保有する個人情報を

明らかにするため、本人の数が1,000人以上などの一定条件を満たすものに

ついては、個人情報ファイル簿の作成及び、公表を義務づけています。ただ

し、旧条例で作成、公表することとされていた個人情報取扱事務登録簿につ

いては、条例で定めることを妨げるものではないとされており、個人情報の

適正管理のため、引き続き作成、公表を規定しています。 

１枚おめくりください。 

第４条につきましては、法律では、開示請求に係る手数料を条例で定める

よう規定しています。旧条例では写しの作成及び、送付に要する費用のみ開

示請求者の負担としておりましたので、引き続き同様の規定を設けるもので

す。 

第５条につきましては、開示請求の手続を規定しています。 

第６条第１項につきましては、開示決定は開示請求のあった日から15日以

内と規定しています。第２項につきましては、事務処理が困難な場合の延長

は30日以内と規定しています。 

第７条につきましては、著しく大量な場合の開示決定の延長は45日以内と

規定しています。 

第８条につきましては、訂正請求を規定しています。 

第９条につきましては、利用停止請求を規定しています。 

第10条につきましては、審査会への諮問を規定しています。諮問要件とい

たしましては、条例の改廃、保有個人情報の安全管理のための必要な措置、

実施機関における個人情報の取扱に関する運用上の細則を定める場合として



 

37 

います。 

附則。 

施行期日。１項、この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

旧条例の廃止。２項、山北町個人情報の保護条例は廃止する。 

経過措置。３項、次に掲げる者に係る旧条例第12条又は第15条の規定によ

るその業務に関して知り得た旧条例第２条第１号に規定する個人情報の内容

をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。ならない

義務については前項の規定の施行後も、なお従前の例による。 

１号、前項の規定の施行の際現に旧条例第２条第４号に規定する実施機関

の職員である者又は前項の規定の施行前において旧実施機関の職員であった

者のうち、同項の規定の施行前において旧個人情報の取扱に従事していた者。 

２号、前項の規定の施行前において、旧条例第13条に規定する受託に係る

業務又は旧条例第14条に規定する公の施設に係る業務に従事していた者。 

４項、附則第２項の規定の施行の日前に旧条例第17条、第25条又は第26条

の規定による請求がされた場合における旧条例に規定する保有個人情報の開

示、訂正及び利用停止については、なお従前の例による。 

５項、次に掲げる者が、正当な理由がないのに、附則第２項の規定の施行

前において旧実施期間が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された

行政情報、附則第２項の規定の施行後に提供したときは、２年以下の懲役又

は100万円以下の罰金に処する。 

１号、附則第２項の規定の施行の際に旧実施機関の職員である者又は同項

の規定の施行前において、旧実施機関の職員であった者。 

２号、附則第３項第２号に掲げる者。 

６項、前項各号に掲げる者が、その業務に関し知り得た附則第２項の規定

の施行前において、旧実施機関が保有していた旧個人情報を同項の規定の施

行後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用した

ときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

７項、第２項の規定は、山北町の区域外においてこれらの項の罪を犯した

者にも適用する。 

８項、附則第６項の規定によりなお従前によることとされた義務に違反し
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て秘密を漏らした者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

９項、附則第２項の規定による旧条例の規定がその効力を失う前にした違

反行為の処罰については、その失効後も、なお従前の例による。 

説明は以上でございます。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第70号について質疑に入りますが、質疑終

了後、総務環境常任委員会に付託としますので、本会議での質疑は総括的な

質疑とさせていただきます。 

それでは質疑のある方は、どうぞ。 

２番、藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   ２番、藤原浩です。 

この条例に関しては、国のデジタル社会に適応した制度改正を勘案したも

のというふうに理解しておりますけれども、本条例制定によって、第２条で

示されていますように、ある程度の数の情報が登録簿のほうに集約されると

いうことだと思います。で、そういった状況に関して、これについては、特

に電子化等はうたわれてはおりませんけれども、従来の方法でこの辺の安全

性が担保される仕組みが構築されるのかどうか、ちょっとその点について御

説明いただければと思います。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   この事務登録簿だけに限らず安全性の確保ということなんですが、実際、

今現在1,700いくつの地方自治体が個々の条例で個人情報というものを管理

しております。今回、法改正で大きな部分はもう法律の改正で全て済みます。

今までの経緯を見ますと、専門家が危惧しているのは、例えば今マイナンバ

ーカードでいろんな改正が出てます。そうすると、それに追いつかない自治

体も実際あります。改正しないでそのままやっちゃってると。そういうもの

も専門家が危惧してるん、もちろん本町の場合はちゃんとやってるんですが、

今後そういうマイナンバーカードで変わったときも、もう法律の下でどんど

ん国が変えてくれますので、自動的に市町村は条例を制定しなくても、ちゃ

んと決まり事ができるということなので、今回の条例の制定、法律の施行に

よって、安全性は高く確保されることになると考えております。 

議      長   藤原浩議員。 
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２ 番 藤  原   今回の条例制定に関しては、電子化を進めるものではないというのは承知

しておりますので、そこには触れないようにはしますけども、おっしゃるよ

うに、先ほど質問させていただいた中で、デジタルトランスフォーメーショ

ンというのが進む中で、佐藤課長が言われるような流れにはなるんで、統一

された仕組みの中で安全性が担保されるということになるとは思うんですけ

れども、多分それに追いつく前に、アナログと併用するような状況が、多分

一定期間続くはずなので、その点について、どう担保するのかということで

質問させていただきました。その点についてはいかがでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   この事務登録簿で申しますと、約800の、今事務が登録されてます。これ

は前にもちょっと、私話したことあるんですが、今、紙で管理しております

ので、事務をやってる上で、非常に大変です。大変な理由が二つありまして、

一つはそこの部屋に行かないと見れないと。見れないと。これを電子化すれ

ば一人、皆さんパソコン持ってますんで、その中で共有もできますので、こ

れ早い段階で、電子化にはしていきたいというふうには考えております。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   近隣の自治体でアナログによる弊害で事件が起こっている例もありますの

で、その辺は今、佐藤課長おっしゃったように早期の実現を目指して安全性

を担保していただきたいというふうに考えます。 

以上です。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   はい。承知いたしました。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

９番、大野徹也議員。 

９ 番 大  野   ９番大野です。 

ただいまの情報の、個人情報の関係で、デジタル化というか、例えばパソ

コンの中で見れるという、今そういうお話でしたので、その辺のセキュリテ

ィーの関係ですね。いわゆるその個人が持ち出しを可能な状態になってしま

うと、これまた先ほど藤原議員が申し上げたようなことが生じますので、そ

の辺のセキュリティーをしっかり担保できるような形に取っていただければ
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と思います。 

以上です。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   そのセキュリティーの問題。今パソコンを外に持ち出すということだと

思うんですが、それとは違う。 

９ 番 大  野   例えば、ＵＳＢで落とし込んじゃうとか、そういうことですね。 

企 画 総 務 課 長   その辺のＵＳＢ、庁舎内で使うルールとか、仮にパソコンを、だから、

今、テレワークで自宅で仕事する場合もあるんですが、そういうときに、持

っていってよろしい情報というのも、全て基準をつくりまして、管理のほう

はさせていただいております。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

質疑が終わりましたので、議案第70号については、総務環境常任委員会に

付託とします。 

日程第３、議案第71号 山北町情報公開・個人情報保護審査会条例の制定

についてを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第71号 山北町情報公開・個人情報保護審査会条例の制定について。 

山北町情報公開・個人情報保護審査会条例を別紙のとおり制定するものと

する。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、山北町情報公開・個人情報保護審査会を設置す

るため、本条例を制定する必要が生じたため提案するものです。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   それでは、議案第71号 山北町情報公開・個人情報保護審査会条例の制定

について、御説明申し上げます。 

初めに、本条例を新規制定する趣旨でございますが、個人情報の保護に関

する法律の施行に伴う制度の見直しにより、現在別々の審査会として設置さ

れている情報公開審査会と個人情報保護審査会を統一し、審査会機能の充実、
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効率化を図るため、本条例を制定するものです。 

それでは、条例の概要を説明させていただきます。 

１枚お開きください。 

本則でございますが、第１条につきましては、本条例の目的を規定してい

ます。 

第２条につきましては、審査会を地方自治法第138条の４第３項による町

長の附属機関として設置すること及びその権限について規定しています。 

第３条につきましては、審査会は５人以内で組織すると規定しています。

第４条につきましては、審査会の委員の資格、任免方法、任期、職務上の主

義等について規定をしています。 

第５条につきましては、審査会の会長及び、職務代理者を規定しています。 

１枚おめくりください。 

第６条につきましては、この条例で用いる諮問庁、行政情報、保有個人情

報の用語の定義を規定しています。 

第７条につきましては、審査会が適切な判断を行えるようにするために調

査審議のために必要な資料の提出、意見の陳述等を求めること、その他必要

な調査を行うことができる権限について規定しています。 

第８条につきましては、審査請求人等が審査会において、原則として、口

頭による意見陳述権を有することを明確にし、また補佐人についても規定し

ています。 

第９条につきましては、審査請求人等が意見書等の提出権を有する旨を定

めるとともに、その提出について、一定の制限を課すことを規定しています。 

第10条につきましては、審査会の指名する委員に必要な調査、意見陳述の

聴取等をさせることができることを規定しています。 

第11条につきましては、審査請求人から意見、意見書もしくは、資料の提

出があったときに、他の審査請求人に送付することを規定しています。 

１枚おめくりください。 

第12条につきましては、審査会が答申したときは、審査請求人と参加人が

答申書の写しを送付することを規定しています。 

第13条につきましては、審査会は、必要があると認めるときは、町の機関、



 

42 

または町の機関以外の者に対して、必要な協力を求めることを規定していま

す。 

第14条につきましては、審査会の組織及び運営に関し、必要な事項の規則

への委任について規定しています。 

第15条につきましては、審査会委員の守秘義務違反について罰則を規定し

ています。 

附則。 

施行期日。１項、この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

経過措置。２項、この条例の施行の際、現に山北町附属機関に関する条例

の一部を改正する条例の規定による改正前の山北町附属機関に関する条例第

２条の規定により町に置かれた山北町情報公開審査会及び山北町個人情報保

護審査会の委員である者は、この条例の施行の日に、第４条第１項の規定に

より任命を受けたものとみなす。 

３項、この条例の施行の際現に山北町附属機関に関する条例の一部を改正

する条例の施行による改正前の山北町附属機関に関する条例第２条の規定に

より町に置かれた山北町個人情報保護審査会の委員である者又はこの条例の

施行前において旧審査会の委員であった者に係る山北町個人情報の保護に関

する法律施行条例附則第２項の規定による廃止前の山北町個人情報保護条例

第33条第６項の規定による職務上知り得た秘密を漏らしてはならない義務に

ついては、この条例の施行後も、なお従前の例による。 

４項、施行日前に旧条例第32条第１項の規定により旧審査会にされた諮問

は、審査会にされたものとみなし、旧条例に規定する調査審議については、

なお従前の例による。 

５項、この条例の施行前にした行為に対する旧条例の規定による罰則の適

用については、なお従前の例による。 

６項、第３項の規定によりなお従前によることとされた義務に違反して秘

密を漏らした者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

７項、前項の規定は、山北町の区域外において同項、罪を犯した者にも適

用する。 

説明は以上でございます。 
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議      長   説明が終わりましたので、議案第71号について質疑に入りますが、質疑終

了後、総務環境常任委員会に付託としますので、本会議での質疑は総括的な

質疑とさせていただきます。 

それでは、質疑のある方はどうぞ。 

８番、清水明議員。 

８ 番 清  水   ８番、清水です。 

ちょっと総括的というのに、若干外れるかもしれませんが、第４条、委員

は優れた識見を有する者のうちから町長は任命をする。その優れた識見を有

する者ということの、ある程度の具体的なものがあったらば教えていただき

たい。 

併せて、その附則のところに、経過措置の２です。これによりますと、今、

山北町情報公開審査会及び、山北町個人情報保護審査会の委員である者は、

この条例の施行の日、令和５年４月１日に第４条第１項の規定による任命を

受けたものとするということで、引き続き任命をされるというふうに読み取

れますが、それは間違いないということですね。 

ですから、ということは、今、委員をされてる方はこの識見、優れた識見

を有する方ということで、引き続きということで、なるということで、考え

てよろしいのかなと。ちょっと質問が変ですが。お願いします。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   今、議員が言われたとおり、まずこの附則の関係。現の委員がそのまま

新しい委員になっていただくことを考えております。５人の方なんですが、

うち２名が弁護士の先生、お願いしてます。この弁護士の先生は、弁護士会

のほうに依頼文書を出して、誰かを推薦してくれということで、大体２期と

か３期、務めていただくんですが、弁護士会のほうから推薦をお願いしてい

る２名です。あと、大学の教授が２名。これも大学のほうにお願いして先生

のほうを推薦してくれということで２人お願いしてます。それで４人で。も

う一人は県職のＯＢですね。県職のＯＢで、これについては、この足柄上郡

内に決まりはないんですが、足柄上郡内に住んでる方の県職のＯＢの方にお

願いしております。 
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議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

２番、藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   ２番、藤原浩です。 

先ほどの議案第70号の条例の中に実務機関として、監査委員が含まれてい

ます。それで、今議案第71号の中に諮問庁の記述が、第６条で諮問庁の記述

がありまして、その中の町の機関（議会を除く）というふうに明記されてお

ります。この中、機関、監査委員というのはこれは議会で出している監査委

員は、これは含まれないというふうに理解すればよろしいんでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   そうではなくて、これ山北町議会を指します。前の法律ですと、山北町議

会も町長部局と同じような形で含む。町長部局が条例を定めれば、議会もそ

れにのっとってやれるということだったんですが、法律の改正で議会と町長

部局は分けろということになってますので、ここでいう議会とは、議会から

出てる監査委員とかではなくて、ここの、議会ですよね。山北町議会を指し

ております。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   ちょっと今の説明で分かりにくかったんですが、そうすると、この監査委

員というのが端的に質問させていただいて、議員として出てる監査委員は含

まれない。該当しないということですか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   もう一度、この第70号の議案、ここの第２条のことから話されてるんで

すよね。ですから、この第２条には、先ほど言った話で、今度法律で議会は

分けなさいということになったんで、ここには入ってません。前の条例のと

きにはここに入ってるんですが。 

で、ここの諮問庁の議会を除くというのは、その監査委員ではなくて、議

会のことを指してますので、議会から一人議員選出で監査委員のほうには出

ていただいてるんですが、それはこの条例のほうに含まれるということにな

ります。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

質疑が終わりましたので、議案第71号は総務環境常任委員会に付託としま
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す。 

日程第４、議案第72号 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴

う関係条例の整備に関する条例の制定についてを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第72号 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例

の整備に関する条例の制定について。 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係条例の整備に関す

る条例を別紙のとおり制定するものとする。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴

い、条例を改正する必要が生じたため、提案するものです。 

詳細については、担当課のほうから説明します。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   それでは、議案第72号 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴

う関係条例の整備に関する条例の制定について、御説明申し上げます。 

最初に、条例の一括整備の概要でございますが、地方公務員法の一部が改

正され、地方公務員の定年が60歳から65歳まで２年に１歳ずつ段階的に引き

上げることに伴い、関係する条例の改正を行うものでございます。 

それでは、新旧対照表で説明させていただきます。 

13枚おめくりください。 

最初に、山北町職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正で

ございます。 

第２条第２項第１号につきましては、再任用職員が廃止され、定年前再任

用短時間勤務職員となるものです。４号、５号につきましては、特例任用さ

れる職員を派遣対象外とするものです。 

１枚おめくりください。 

次に山北町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正でござ

います。 

第３条につきましては、再任用職員が廃止され、定年前再任用短時間勤務



 

46 

職員となるものです。 

次に、山北町職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正で

ございます。 

附則につきましては、給料月額７割措置が条例による降給事由と位置づけ

る必要があることから規定しています。 

１枚おめくりください。 

次に、山北町職員の定年等に関する条例の一部改正でございます。 

最初に、新たに目次を規定しています。 

第３条につきましては、定年年齢を65年と規定しています。 

第４条につきましては、定年退職の特例に関する規定です。勤務延長制度

については、従前からあるものですが、本町では規定されていませんでした

ので、新たに規定するものです。勤務延長制度とは、定年退職予定者の勤務

の特殊性、または職務遂行上の特別な事情から見て、当該職員の退職による

公務の運営に著しい支障が生ずると認められる十分な理由があるときは、定

年による退職の特例として、当該職員を定年退職日以降も当該日に従事して

いる当該職務に従事させるため、引き続いて勤務させる制度です。 

１枚おめくりください。 

第６条につきましては、管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理職を

規定しています。 

第７条につきましては、役職定年が適用される年齢を規定しています。 

第８条につきましては、役職定年を行うに当たって遵守すべき基準を規定

しています。 

第１号の基準は当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び勤務経験等

に基づき、降任等をしようとする職の属する職制上の段階の標準的な職に係

る標準職務遂行能力及び、降任等をしようとする職について適性を有すると

認められる職に降任等をすることを規定しています。 

第２号の基準は、役職定年による降任後の職について、できる限り上位の

職制上の段階に属する職に降任等をすることを規定しています。 

第３号の基準は、役職定年により管理監督職である課長を非管理監督職に

降任する際は、課長よりも上位の職制上の段階に属する部長職についても、
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役職定年による、非管理監督職に降任するような場合には、原則として同じ

職制上の段階に属する非管理監督職に降任させるか、課長については、それ

よりも下位の段階に属する非管理監督職に降任することを規定しています。 

１枚おめくりください。 

第９条につきましては、管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監

督職への任用の制限の特例を規定しています。第１項につきましては、特例

任用として、第１号から第３号までに掲げる事由に該当する場合、職員の異

動期間の末日後も１年以内の期間で、異動期間中についていた管理監督職に、

引き続き就かせることができると規定しています。 

第１号は特殊な技能が必要な職務。第２号は僻地の職務。第３号は特別な

プロジェクトの継続の必要がある場合。 

第２項につきましては、１度延長した対象職員の異動期間を延長された異

動期間の末日の翌日から１年以内の期間でさらに延長できることを規定して

います。第３項では、異動可能型特殊任用について規定しています。 

１枚おめくりください。 

第４項では、一度延長した対象職員の異動期間を延長された異動期間の末

日の翌日から１年以内の期間でさらに延長することができることを規定して

います。 

第10条につきましては、勤務延長型特例任用及び異動可能型特例任用によ

り異動期間を延長する場合、並びに異動可能型特例任用により、他の管理監

督職に降任しようとする場合には、当該職員の事前の同意が必要と規定して

います。 

第11条につきましては、特例任用により異動期間を延長した場合において、

異動期間の末日の到来前に延長事由が消滅した場合には異動期間の末日を待

つとなく他の職への降任等をすることを規定しています。 

第12条につきましては、定年前再任用短時間勤務制の60歳に達した日以後、

定年前に退職したものを短時間勤務の職に採用することができることを規定

しています。 

第13条につきましては、組合を構成する地方公共団体と組合間の定年前、

再任用短時間勤務職員の任用について規定しています。 
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附則。 

定年に関する経過措置。３項、令和５年４月１日から令和13年３月31日ま

での間における第３条の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間

の区分に応じ、同条中「65年」とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月31日まで、61年。 

令和７年４月１日から令和９年３月31日まで、62年。 

令和９年４月１日から令和11年３月31日まで、63年。 

令和11年４月１日から令和13年３月31日まで、64年。 

情報の提供及び勤務の意思の確認。４項、任命権者は、当分の間、職員が

年齢60年に達する日の属する年度の前年度において、当該職員に対して、当

該職員が年齢60年に達する日以後適用される任用及び給与に関する措置の内

容その他、必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後にお

ける勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

１枚おめくりください。 

次に、山北町職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正でござい

ます。 

第３条につきましては、減給処分の発令時における給料の額及び、これに

対する地域手当の合計額の10分の１以下の額を減ずると定めた上で、減給処

分の期間中に60歳となり、給料月額７割措置の提供を受けることとなった場

合の取扱を規定しています。 

次に、山北町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正でございま

す。 

第２条及び第３条につきましては再任用職員が廃止され、定年前再任用短

時間勤務職員となるものです。 

１枚おめくりください。 

第４条及び第12条につきましては、再任用職員が廃止され、定年前再任用

短時間勤務職員となるものです。 

１枚おめくりください。 

次に、山北町職員の育児休業等に関する条例の一部改正でございます。第
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２条及び第９条につきましては、定年等に関する条例第４条第１項又は第２

項の規定により引き続いて勤務している職員、定年等に関する条例第９条各

項の規定により異動期間を延長された管理監督職を占める職員を追加するこ

とを規定しています。 

第16条につきましては、地方公務員の育児休業等に関する法律の改正にな

らったものです。 

１枚おめくりください。 

第18条につきましては、再任用職員が廃止され、定年前再任用短時間勤務

職員となるものです。 

１枚おめくりください。 

第19条につきましては、再任用職員が廃止され、定年前再任用短時間勤務

職員となるものです。 

次に、山北町職員の給与に関する条例の一部改正でございます。 

第４条につきましては、再任用職員が廃止され、定年前再任用短時間勤務

職員となるものです。 

１枚おめくりください。 

第11条の２第２項第２号及び第13条につきましては、再任用職員が廃止さ

れ、定年前再任用短時間勤務職員となるものです。 

１枚おめくりください。 

第17条及び第18条につきましては、再任用職員が廃止され、定年前再任用

短時間勤務職員となるものです。 

１枚おめくりください。 

第18条の５につきましては、再任用職員が廃止され、定年前再任用短時間

勤務職員となるものです。 

附則。第15項につきましては、俸給月額７割措置に関することを規定して

います。 

第16項につきましては、俸給月額７割の適用除外となる職員を規定してい

ます。 

第１号は、長期継続雇用を前提とせず、定年制も適用されていない職員。

第２号は、定年等に関する条例、第９条各項の規定により異動期間を延長さ
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れた管理監督職を占める職員。第３号は定年等に関する条例第４条第１項、

または第２項の規定により引き続いて勤務している職員。 

第17項については、管理監督職勤務上限年齢調整額の支給に関することを

規定しています。第18項については、管理監督職勤務上限年齢調整額に関す

ることを読替え規定を規定しています。 

１枚おめくりください。 

第19項については、管理監督職勤務上限年齢制による降任等をした職員に

ついて、管理監督職勤務上限年齢調整額が支給される職員との健康上必要が

あると認められる職員には、当分の間、俸給月額のほか、別に俸給を支給す

ることを規定しています。 

第20項につきましては、管理監督職勤務上限年齢調整額が支給される職員、

及び附則第19号の規定による俸給が支給される職員以外の職員であって、管

理監督職勤務上限年齢調整額が支給される職員及び、附則第19項の規定によ

る俸給が支給される職員との健康上必要があると認められる職員には、当分

の間、俸給月額のほか、別に俸給を支給することを規定しています。 

別表第１につきましては再任用職員が廃止され、定年前再任用短時間勤務

職員となるものでございます。 

説明は以上でございます。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第72号について質疑に入ります。 

質疑のある方はどうぞ。 

９番、大野徹也議員。 

９ 番 大  野   ９番、大野です。 

ただいまのこちらの関係につきましては、いわゆる定年の延長ということ

で、これは、まあ時代の要請ということもございましょうし、あるいは年金

財政とか、その辺の絡みもあるのかもしれませんが、ちょっと気になるのが、

新規採用の関係につきましては、その辺の手当ができるのかなというふうな。

国からは採用職員を関係が、以前そのちょっと、なかなか増やすのが難しい

というふうなお話をされてたかと思いますので、その辺との絡みでどうなの

かなと思うんですが、いかがでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 
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企 画 総 務 課 長   この問題については、国のほうもまだはっきりこうしなさいというモデ

ル事例は出していただいてません。まずはともかく年齢を伸ばすということ

になってます。 

今の本町の職員数からすると、まだまだちょっと定員に達してなくて、４

年度も正規職員を張りつけたかったんですが、張りつけない職場が複数あり

ます。そこは会計年度で今やっていただいてるんですが、ですから、まだ当

分の間は、新規採用、これで抑制するということはないと思います。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

２番、藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   この条例改正、条例の制定については、国の社会の流れに沿うものであっ

て、それ自体に疑義はないんですけれども、この条例制定後、何て言います

かね、今の例えば管理職の方々なんかが定年を延長されることになると思う

んですけども、これ以降、人件費について、どのような影響が出ると予測さ

れてますでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   今、課長職で60歳を迎えられて、再任用されている職員、周りにたくさ

んいられまして、御存じだと思うんですが、その方と、今回給料は７割を補

償されるようになります。この定年延長だと60歳のときの７割の給料で延長

を迎えればということで。そうしますと、その間についての１人当たり、ち

ょっと細かい数字はぱっと出ないんですが、200万円程度は１人当たり、変

わるんじゃないかと。ですから上がるということですよね。そういうことで、

算定のほうはさせていただいてます。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

質疑が終わりましたので、討論を省略し、直ちに採決に入りたいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声多数） 

議      長   御異議がないので、議案第72号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願

います。 

（全員挙手） 
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議      長   挙手全員。よって、議案第72号は原案どおり可決されました。 

ここで暫時休憩といたします。再開は13時。再開は13時といたします。 

                          （午前11時54分） 

議      長   休憩前に引き続き、会議を開きます。         （午前13時00分） 

冒頭、企画総務課長から発言を求められてますので、これを許可します。 

企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   はい、ありがとうございます。 

午前中の議案第72号 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等に伴う

関係条例の整備に関する条例。これ公務員の定年年齢の引き上げの説明の中

で、藤原浩議員から予算的、人件費的にどのくらい違いが出るんだという質

問をいただきまして、私のほうで200万円と答えたんですが、これについて

はちょっと、いろいろほかのパターンもありまして。というのは、現在でも

再任用の方65歳まで働けるんですが、週３日の方もいれば、週４日の方もい

るから、今のもらってる金額自体がまず違います。今後、定年年齢が引き上

がったときに、60歳のときの給料が７割に設定されるんですが、それも課長

級で退職する人もいれば、課長級にならずに退職する方もいるんで、その７

割の金額もまた違いますので、いろいろなパターンがあるということで、追

加で説明のほうをさせていただきました。 

議      長   それでは、続いて日程第５、議案第76号 山北町職員の給与に関する条例

の一部を改正する条例の制定についてを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第76号 山北町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定

について。 

山北町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定

するものとする。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、職員に支給する手当について、一部改定を行う

ために提案するものです。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 
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議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   それでは、議案第76号 山北町職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例の制定について、御説明申し上げます。 

最初に、条例改正の概要でございますが、給料と同時に支給される地域手

当の支給率を3.5％から４％に改めるものでございます。 

それでは、新旧対照表で説明させていただきます。 

２枚おめくりください。 

第９条第２項中につきまして、「100分の3.5」を「100分の４」に改めるも

のです。 

それでは、１枚お戻りいただき、改正文を御覧ください。 

附則。 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

説明は以上でございます。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第76号について質疑に入ります。 

質疑のある方はどうぞ。 

13番、石田照子議員。 

13 番 石  田   13番、石田でございます。 

町のために一生懸命働いていただいてる職員の手当が上がるということに、

反対するわけではないですけども、過去には地域手当５％のときもあったん

で、反対というわけではないんですけれども、ちょっと１点お聞きいたしま

す。 

この地域手当が上がることによって、交付税への影響というのはどの程度

出るんでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   約500万円ということで試算のほうはしております。 

議      長   石田照子議員。 

13 番 石  田   交付税が500万減少するということですよね。それはやりくりで何とかな

るということなんですよね。 

議      長   財務課長。 

財 務 課 長    500万円については、何とかやりくりするように考えておりますので。 
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議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

質疑が終わりましたので討論を省略し、直ちに採決に入りたいと思います

が、御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声多数） 

議      長   御異議ないので、議案第76号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願い

ます。 

（全員挙手） 

議      長   挙手全員。よって、議案第 76号は原案どおり可決されました。 

日程第６、議案第77号 山北町税条例の一部を改正する条例の制定につい

てを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第77号 山北町税条例の一部を改正する条例の制定について。 

山北町税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴い

本条例を改正する必要が生じたため提案するものです。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 

議      長   町民税務課長。 

町 民 税 務 課 長   それでは、議案第77号 山北町税条例の一部を改正する条例の制定につい

て、御説明申し上げます。 

初めに、今回の条例改正の主な概要でございますが、令和４年度税制改正

により、地方税法の一部が改正されたことに伴うもので、法改正に合わせて、

引用条項の整理をするものです。このほか、県内市町村の動向を踏まえ、督

促手数料の廃止について改正をするものでございます。 

内容につきましては、新旧対照表にて説明させていただきます。 

２ページおめくりください。 

新旧対照表の１ページ目を御覧ください。 

第９条督促手数料を削除し、それに伴い第９条の２を繰り上げるもので

ございます。 
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附則第14項は固定資産税の課税標準の特例、いわゆるわがまち特例に関

する規定でございますが、まず第２号の下水道除外施設に関する特例割合

について、「４分の３」を「５分の４」に改めるものでございます。 

その次の第３号から次のページ、第12号までは「第27項」を「第26項」に

改め、第13号は「第35項」を「第33項」に改めるものでございます。 

それでは、議案の２枚目の附則からを御覧ください。 

附則。 

施行期日。第１項、この条例は公布の日から施行する。ただし、第９条及

び第２章の改正規定は、令和５年４月１日から施行する。 

督促手数料に関する経過措置。第２項、この条例の施行日前に納期限の

到来した町税に関し発した督促状に係る督促手数料については、その督促

状を発した日にかかわらず、なお従前の例による。 

固定資産税に関する経過措置。第３項、この条例による改正後の山北町

税条例の規定は、令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

令和３年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

説明は以上でございます。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第77号について質疑に入ります。 

質疑のある方はどうぞ。質疑はございませんか。 

質疑がないので、討論を省略し、直ちに採決に入りたいと思いますが、御

異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議      長   御異議がないので、議案第 77号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願

います。 

（全員挙手） 

 

議      長   挙手全員。よって、議案第 77号は原案どおり可決されました。 

日程第７、議案第78号 山北町育英奨学金貸与条例の一部を改正する条例

の制定についてを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 
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町      長   議案第78号 山北町育英奨学金貸与条例の一部を改正する条例の制定につ

いて。 

山北町育英奨学金貸与条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する

ものとする。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、若者の定住促進を目的に、卒業後一定期間町内

に居住する者に対し、奨学金の返還免除制度を導入することに伴い、本条例

を改正する必要が生じたため提案するものです。 

詳細については、担当課から説明いたします。 

議      長   こども教育課長。 

こども教育課長   それでは、議案第78号 山北町育英奨学金貸与条例の一部を改正する条例

の制定についてを御説明申し上げます。 

初めに、山北町育英奨学金につきましては、優良な生徒であって、経済的

な理由により高等学校、または大学課程の就学困難な方に対して、学資を貸

与して就学を奨励することを目的にしてございます。 

貸与額は、高校生月額１万円、大学生１万5,000円となってございます。 

貸与された奨学金は、貸与終了後、卒業とかそういう後になります６か月

を経過した後、10年以内に全額を返済ということになってございます。基本

的に貸与ということでございます。 

今回の改正の概要につきましては、返済義務が発生した後、山北町に居住

し、かつ就業していた場合、貸与額を10年の月数120で除した額を１か月分

といたしまして、申請により返済を免除するもので、若者の定住を促すとと

もに、就学で得た知識や経験等を地域へ還元してもらうことを期待してござ

います。 

それでは、内容につきまして説明に移ります。詳細につきましては、新旧

対照表で御説明をいたします。 

３枚目を御覧ください。 

第16条第２項中「又はその他の１年以内の割賦によらなければならない」

を、「とし、１箇月分の返済額は、貸与を受けた奨学金の金額を120で除して

得た金額とする」に改め、第３項を削り、第４項中、前２項を前項に改め、
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この第４項を、第３項に繰り上げ、第５項中「奨学金は」の次に、「第22条

第２項による返還免除の期間を除き」を加え、この第５項を第４項に繰り上

げます。 

次に、第22条になります。第２項として、次の項を加えます。 

第２項、奨学生であった者が、第16条第１項の規定により奨学金を返還す

べき期間内の各年度（以下「返還年度」という。）において次の各号のいず

れにも該当するときは、その者の申請により、当該返還年度に返還すべき奨

学金の返還未済額の全部を免除することができる。 

ここにあります当該返還年度に返還すべき額とは、貸与を受けた奨学金の

全額を120で除した額の12倍の額が年度額となります。 

第１号、当該返還年度の前年度の１月１日以前から、住民基本台帳法の規

定に基づき本町の住民基本台帳に引き続き記録されていること。この項目に

つきましては、前年度１月１日に住民であった者は、次年度の住民税の課税

ができることから、このような規定とさせていただきました。 

第２号、奨学金の返済未済額の免除申請をする日において就業しているこ

と。 

裏面を御覧ください。 

第23条中、前条の次に「第１項」を加え、「前条第１項」とし、次の１項

を加えさせていただきます。 

第２項、前条第２項の規定により、奨学金の返還免除を受けようとすると

きは、本人は、連帯保証人と連署の上、次の各号の書類を添付し、奨学金返

還免除願を提出しなければならない。 

第１号、就業していることを証明する書類。 

第２号、その他教育委員会が必要と認める書類。 

第24条第１項中、前項の次に「第１項」を加え、「前条第１項」とし、第

２項中、平仮名の「うけよう」を漢字の「受けよう」に。「前項」を「前２

項」に改め、この第２項を第３項に繰り下げ、第１項の次に、次の１項を加

えます。 

第２項、前条第２項による奨学金返還免除額は、教育委員会が定める日ま

でに提出しなければならない。 
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新旧対照表の前のページにお戻りください。 

附則。 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

以上で説明を終わります。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第 78号について質疑に入ります。 

質疑のある方はどうぞ。 

13番、石田照子議員。 

13 番 石  田   13番、石田でございます。 

若者の定住を促進するということが目的なんですけれども、その次に、卒

業一定期間内に居住する者に対してとあるのですけれども、その期間につい

て、対照表を見ても書いてないような気がするのですけども、その一定期間

というのは、どの程度居住していればいいということなんでしょうか。 

議      長   こども教育課長。 

こども教育課長   返済期間 10年間ございます。その中で、返済の１月１日ということで、毎

年毎年申請していただいて、返還が終わります 10 年まで、その間住んでい

ただければ、全額免除になるという考え方でございます。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

質疑が終わりましたので討論を省略し、直ちに採決に入りたいと思います

が、御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声多数） 

議      長   御異議ないので、議案第78号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願い

ます。 

（全員挙手） 

議      長   挙手全員。よって、議案第78号は原案どおり可決されました。 

日程第８、議案第79号 山北町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正

する条例の制定についてを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第79号 山北町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の

制定について。 
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山北町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

制定するものとする。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、後期高齢者医療保険料の督促手数料を廃止する

にあたり、本条例を改正する必要が生じたため提案するものです。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 

議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   それでは、議案第 79号について、御説明申し上げます。 

２枚目をお開きください。 

山北町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例。 

山北町後期高齢者医療に関する条例の一部を次のように改正する。 

初めに、概要でございますが、先ほどの議案第 77号の税条例の一部改正同

様、督促手数料に係る規定について削除をするものでございます。内容につ

きましては、新旧対照表にて御説明させていただきます。 

３枚目、新旧対照表を御覧ください。 

第５条、保険料の督促手数料について、督促状１通について 100円として

いたものを削除するものでございます。 

それでは、１枚お戻りください。 

附則。 

施行期日。第１項、この条例は、令和５年４月１日から適用する。 

経過措置。第２項、この条例の施行日前に到来した保険料に関し発した督

促状に係る手数料については、その督促状を発した日にかかわらず、なお従

前の例による。 

説明は以上でございます。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第79号について質疑に入ります。 

質疑のある方はどうぞ。 

質疑がないので、討論を省略し、直ちに採決に入りたいと思いますが、御

異議ありませんか。 

（「異議なし」の声多数） 

議      長   御異議ないので、議案第79号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願い
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ます。 

（全員挙手） 

議      長   挙手全員。よって、議案第79号は原案どおり可決されました。 

日程第９、議案第80号 山北町介護保険条例の一部を改正する条例の制定

についてを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第80号 山北町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について。 

山北町介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものと

する。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、介護保険料の督促手数料を廃止するにあたり、

本条例を改正する必要が生じたため提案するものです。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 

議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   それでは、議案第80号について、御説明申し上げます。 

２枚目をお開きください。 

山北町介護保険条例の一部を改正する条例。 

山北町介護保険条例の一部を次のように改正する。 

初めに、概要でございますが、先ほどの議案第 77号の税条例の一部改正、

また議案第 79 号の後期高齢者医療に関する条例の一部改正と同様、督促手

数料に係る規定について削除をするものでございます。 

内容につきましては、新旧対照表にて御説明させていただきます。 

３枚目をお開きください。 

第 10条、保険料の督促手数料について、督促状１通について 100円として

いたものを削除するものでございます。 

それでは、１枚お戻りください。 

附則。 

施行期日。第１項、この条例は、令和５年４月１日から適用する。 

経過措置。第２項、この条例の施行日前に到来した保険料に関し発した督
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促状に係る手数料については、その督促状を発した日にかかわらず、なお従

前の例による。 

説明は以上でございます。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第80号について質疑に入ります。 

質疑のある方はどうぞ。 

質疑がないので、討論を省略し、直ちに採決に入りたいと思いますが、御

異議ありませんか。 

（「異議なし」の声多数） 

議      長   御異議ないので、議案第80号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願い

ます。 

（全員挙手） 

議      長   挙手全員。よって、議案第80号は原案どおり、可決されました。 

日程第10、議案第81号 山北町健康福祉センター設置及び管理に関する条

例の一部を改正する条例の制定についてを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第81号 山北町健康福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定について。 

山北町健康福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例を別紙のとおり制定するものとする。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、山北町健康福祉センター内「さくらの湯」の利

用料の改定に伴い、本条例を改正する必要が生じたため提案するものです。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 

議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   それでは、議案第81号について、御説明申し上げます。 

２枚目をお開きください。 

山北町健康福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例。 

山北町健康福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を次のように
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改正する。 

初めに、概要でございますが、健康福祉センター内に設置されております

「さくらの湯」の利用料について改定を行うものです。 

内容につきましては、新旧対照表にて御説明させていただきます。 

３枚目、新旧対照表を御覧ください。 

別表第２について、一般２時間まで「400円」を「500円」に。回数券「4,000

円」を「5,000円」にそれぞれ改めるものでございます。また、６時間までの

利用につきましては、利用実績がほぼございませんので、料金体系をシンプ

ル化すべく廃止するものでございます。なお、中学生以下の子どもと障害者

の利用につきましては、２時間200円、及び回数券は2,000円で変更ございま

せん。同様に、２時間を超えた場合の追加利用料につきましても、１時間に

つき一般100円、子どもと障害者は50円で変更ございません。 

それでは、１枚お戻りください。 

附則。 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

説明は以上でございます。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第81号について質疑に入ります。 

質疑のある方はどうぞ。 

13番、石田照子議員。 

13 番 石  田   まず、値上げの理由をお伺いいたします。 

議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   健康福祉センター、設置されて18年目を迎える施設でございますが、この

間、利用料の改定を１度も行なってございません。この間18年経過する中で

老朽化といいますか、修繕する箇所もそれなりに増えてきておりますし、昨

今では、燃料費ですとか、電気代の高騰による支出の増というのがございま

すので、利用者に対しても応分の負担は、やはりしていただくべきではない

かというところから、今回改定を提案させていただくものでございます。 

議      長   石田照子議員。 

13 番 石  田   この改定によって、近隣にも温泉施設あると思うんですけれども、その価

格の差というのは、どのような状況になるんでしょうか。 
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議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   近隣の温泉施設といいますと、小山町のあしがら温泉があるかと思います

が、あしがら温泉は、３時間 600円の設定となっていますので、改定後のさ

くらの湯の利用料金よりも 100円、うちのほうが安いという設定となってご

ざいます。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

２番、藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今、値上げの理由として、施設の老朽化ですとか、燃料・電気代の値上げ

というのは御説明いただきましたけども、燃料・電気代に関しては、多分こ

の金額を考えたときよりも、さらに厳しい状況に今後なっていく。電気代に

関しては、既にもう発表があったんで、その辺を考慮しても十分見合う値上

げになっているんでしょうか。 

議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   今回の利用料の改定により、増収の部分でございますが、単価は明確です

ので、利用者数によって収入が変わってくるということになります。コロナ

で、大分利用者数が落ち込んでいたのですが、令和３年度、４年度と、今現

在も回復しつつありますので、それなりの増収は見込めると思っています。

数百万円程度は増えるのではないかと思っています。 

ただし、議員おっしゃられるように、それ以上に燃料費ですとか電気代の値

上がりの仕方というんですか、それが大分ありまして、数百万円増えて、そ

れでカバーできるのかといえば、必ずしもそうはならないと考えています。

ですが、それでも修繕費もかかってきますし、やらないということではなく、

収支を少しでも改善していくためには、やはりやらなくてはいけないという

ところ。 

それから、もっと値上げをすればいいんじゃないかといったこともあるかと

思いますが、先ほどの、私が思っているだけかもしれませんが、あしがら温

泉がライバルだと思っているんですけども、そこは600円という設定で、あち

らは温泉施設として造られたところで、さくらの湯よりは、施設としての充

実度が正直向こうのほうが高いと思ってます。そういった中で、さくらの湯

の利用者の方は、町外の方も結構多いんですけども、同じぐらいの利用料金
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ですと、車で来られますので、ちょっと延ばして向こうまで行ってしまうと。

要はお客さんを取られてしまうということになっては、収入を増やすことが

目的で改定をさせていただくのに、増えないですとか、あるいは減ってしま

うということも考えられるというところから、500円の設定とさせていただ

いたものでございます。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今、利用者の増減に関して、あしがら温泉のほうを対照に挙げてますけど

も、課長おっしゃるように、結構町外の利用者さんが多いと思うんですけど

も、その辺に関して、単純に入場時に利用状況確認して、それでお金頂けて

いるわけではないんで、なかなかそこの調査というか、実数の確認は難しい

のかもしれないですけど、正直100円の値上げでいいのかどうかというのは

疑問があるところなんですけど。これに関しては、ほかに何か選考に関して

根拠となるものは全くなかったのかどうか。それだけちょっと確認させてく

ださい。 

議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   500 円の設定とさせていただきました根拠につきましては、あしがら温泉

との比較ですね。これが一番大きな根拠となります。それから、実際のとこ

ろ、町内の方と町外の方の利用率がどのぐらいかということを考えますと、

データがあるわけではないんですが、さくらの湯のスタッフの感覚的には、

町民が３割程度かなというところで、町外の方が７割というところでござい

ます。町内の町民のための施設ですので、町民にもっと利用してもらいたい

なと思ってます。さくらの湯の最も大きな強みは、駅に近いこともあります

けども、あえてプールと言わさせてもらいますが、プールが設置されている

ことです。ここをもっと前面に出して、例えば、親子で来たらちょっと割引

するですとか、そういったことを町民の方、そういったことを今後展開して

いくことによって、町民にもっと利用していただくということは今後考えて

いきたいと思っています。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今、課長おっしゃられたように、私はやはり徴収方法をかなり工夫が必要

だと思うんですけども、町外と町内の方に関して、町民の方にインセンティ
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ブを与えて、利用促進をしていただきたいと。それによって町外の方に関し

ても、さくらの湯って、さっきもおっしゃったように、運動浴槽利用に関し

て、かなり強みがあると思うんですよ。その辺をもっと前面に打ち出してい

ただければ、あしがら温泉にはない強みがあると思うんで、それで増収を目

指していっていただきたいというふうに思いますので、よろしくお願いしま

す。 

議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   はい。承知しました。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

質疑が終わりましたので、討論を省略し直ちに採決に入りたいと思います

が御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声多数） 

議      長   御異議ないので、議案第81号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願い

ます。 

（全員挙手） 

議      長   挙手全員。よって、議案第81号は原案どおり、可決されました。 

日程第11、議案第82号 山北町下水道条例の一部を改正する条例の制定に

ついてを議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第82号 山北町下水道条例の一部を改正する条例の制定について。 

山北町下水道条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとす

る。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、下水道事業の運営状況に鑑み、本条例を改正す

る必要が生じたため提案するものです。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   それでは、議案第82号について、御説明申し上げます。 

まず概要ですが、企業からの排出量の減少や人口の減少などにより、使用
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料収入が年々減少していることや、維持管理費の増加により、下水道事業の

運営がますます厳しい状況になることを推測されるため、下水道使用料の改

定を行いたいことから、山北町下水道条例を一部改正するものであります。 

１枚、お開きください。 

山北町下水道条例の一部を改正する条例。 

山北町下水道条例の一部を次のように改正する。 

新旧対照表で御説明いたしますので、次のページをお開きください。 

別表第１、１か月当たりの使用料でありますが、基本料金として、10立方

メートルまでを「600円」を「660円」に。10立方メートルを超え 20立方メ

ートルまでが「75円」が「91円」に。20立方メートルを超え 30立方メート

ルまでが「85 円」を「103 円」に。30 立方メートルを超え 50 立方メートル

までが「94円」を「114円」に。50立方を超え 100立方メートルまでが「104

円」を「118円」に。100立方メートルを超え 500立方メートルまでを「107

円」を「121円」に。500立方メートルを超え 1,000立方メートルまでを「112

円」を「127 円」に。1,000 立方メートルを超え 5,000 立方メートルまでを

「115 円」を「129 円」に。5,000 立方を超えるものが「118 円」が「131 円」

に改定するものです。 

それでは、１枚お戻りください。 

附則に、施行期日と経過措置を規定します。 

第１項、この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

裏面を御覧ください。 

第２項、前項に規定する施行の日前から継続して使用している公共下水道

に関する施行期日以後に初めて確定する使用料については、この条例による

改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

説明は以上になります。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第82号について質疑に入ります。それでは、

質疑のある方はどうぞ。 

12番、冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   12番、冨田です。 

今回のこの使用料の改定により、これまでの歳入がどのような収入の予測
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といいますか、上がりになるのか、御説明願います。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   直近の決算で比較しますと、大体2,000万円ぐらい増収になる予定です。 

議      長   冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   2,000万の増収になるということですが、結構前々からこの下水道の会計

というのがかなり逼迫しているということなんですが、今回の増収でどれぐ

らいの逼迫が埋められるのかというのは、どういうふうにお考えですか。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   下水道の改定は、30年の４月に一度しております。今回が２回目になるん

ですけど、そのときの答申も、その当時12％台で改定しているんですけど、

それでもちょっと足らないので３年後にもう一度検討して、料金について考

えなさいという答申だったんですけど、ちょっとコロナの関係でなかなかで

きてなくて、ここで審議会を開けるので、審議会のほうの答申で、令和５年

の４月からということで改定はしております。 

ただ、今改定しても、立米当たりの処理単価というのがあるんですけど、

全体の収入を、流した排水量で割り返すと金額が出るんですけど、今までが

大体それが106円でした。でも今回改定しても、立米当たり120円ぐらいです。

答申の中でも言われてるのは、総務省のほうからは言われているんですけど、

150円以下はおかしいでしょうと言われてるんです。ですので、まだ改定は

様子を見ながらしていかないといけないかなという状況です。 

ただ１回にはできないので、また３年ごとに見直して、答申のほうもそう

なんですけど、３年ごとにもう一回見直して、料金を少しずつ上げていくよ

うな形になるとは思います。 

議      長   ほかに、質疑のある方はどうぞ。 

９番、大野徹也議員。 

９ 番 大  野   大野です。 

令和５年４月から料金改定ということなんですが、前にもお尋ねしたんで

すが、令和６年度から、企業会計に変わっていくと。その辺のところについ

ては、どのような形で進めていかれるんでしょうか。いわゆる一般財源から

は、今度はなかなか基準外ということで取れないということになろうかと思
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うんですけど。赤字がずっとそのまま続いちゃうのかどうか。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   確かに、おっしゃるとおり、基準外の繰入れは原則もらってはいけないと

いうことにはなっておりますけども、そんなに早く料金改正もできませんの

で、ある程度は、一般会計のほうから基準外の繰入れをいただいていかない

と赤字決算という形になってしまいますので、ある程度はいただくような形

には。原則外にはなりますけどもというふうに考えております。 

議      長   大野徹也議員。 

９ 番 大  野   じゃあ、原則はそうなんだけども、引き続き一般会計から助けていただく

というふうなことはできるということですか。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   一応、原則なので、していただかないと赤字になってしまうので、そこは

していただくしかないと思っています。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

13番、石田照子議員。 

13 番 石  田   13番、石田でございます。 

１点お伺いいたします。この値上がりによって、一般家庭の影響というの

は、どの程度の値上がりになるんでしょうか。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   一般家庭でいいますと、大体２か月で料金請求してますので、一般家庭で

多いのが、２か月で40立米というものです。これは現在2,970円が3,454円と

かになりますので、480円、大体500円ぐらい値上がりになるような形に。２

か月ですね、なります。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

質疑が終わりましたので、討論を省略し、直ちに採決に入りたいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声多数） 

議      長   御異議ないので、議案第82号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願い

ます。 

（全員挙手） 
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議      長   挙手全員。よって、議案第82号は原案どおり可決されました。 

日程第12、議案第83号 令和４年度山北町一般会計補正予算（第９号）を

議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第83号 令和４年度山北町一般会計補正予算（第９号）。 

令和４年度山北町一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによ

る。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ6,387万7,000円を追加し、

歳入歳出予算の総額を、歳入歳出それぞれ64億5,715万2,000円とする。 

２、歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表、歳入歳出予算補正」による。 

令和４年12月６日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、今回の補正予算の主なものは、ふるさと応援寄

附金に関わる歳入歳出の増で、歳入歳出総額をそれぞれ6,387万7,000円増額

補正するものであります。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 

議      長   財務課長。 

財 務 課 長   それでは、議案第83号 令和４年度山北町一般会計補正予算（第９号）に

ついて、御説明申し上げます。 

２ページ、３ページをお開きください。 

第１表、歳入歳出予算補正でございます。 

歳入につきましては、16款国庫支出金から19款寄附金まで、補正額6,387

万7,000円を増額し、補正後の額を64億5,715万2,000円とするものでござい

ます。 

４ページ、５ページをお願いします。 

歳出については、２款総務費から13款予備費まで歳入と同額を増額補正す

るものでございます。 

次に、事項別明細書で御説明申し上げます。 
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８ページ、９ページをお開きください。 

初めに、歳入でございます。 

16款国庫支出金、１項国庫負担金、１目民生費国庫負担金は、10万円の増

額でございます。障害者福祉サービスの対象者の増によるもので、補助率は

２分の１でございます。 

２項国庫補助金、８目新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

は、1,576万2,000円の増額です。１次配分から３次配分までの執行残等の調

整により、組み替えを行うものでございます。補助率は10分の10でございま

す。 

17款県支出金、１項県負担金、１目民生費県負担金は、５万円の増額でご

ざいます。障害者福祉サービスの対象者の増の県の負担分で、補助率は４分

の１でございます。 

次に、２項県補助金、２目民生費県補助金は、４万6,000円の増額でござ

います。市町村障害福祉事業推進補助金で、グループホーム利用者が１名増

えたための増額で、補助率は２分の１でございます。 

18款財産収入、２項財産売払収入、１目不動産売払収入は、1,699万7,000

円の増額でございます。役野町有地の売払いや廃道を行った認定外道路等４

件の払下げの売払経費でございます。 

次に、19款寄附金、１項寄附金、１目一般寄附金は3,040万2,000円の増額

で、一般寄附金については、民間の保険者から40万2,000円の寄附を受けた

ものでございます。ふるさと応援寄附金については、今後の見込みによる増

額でございます。 

３目教育費寄附金２万円は、社会教育費寄附金として、生涯学習センター

運営費に寄附を受けたもので、歳出では、図書の購入を予定してございます。 

４目農林水産業費寄附金は、50万円で、農道の維持管理のため寄附をいた

だいたものでございます。 

10ページ、11ページをお開きください。 

歳出でございます。 

２款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費は、56万3,000円の増額で

ございます。防犯関係事業で電気料の高騰により、防犯灯の電気料を増額す
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るものでございます。 

７目企画費は、３万4,000円の増額で、電気料の高騰により、山北駅駅舎

管理事業の電気料を増額するものでございます。 

８目支所費は、24万9,000円の増額でございます。清水支所経費の修繕費

は、浄化増のブロアーの修繕をするもので、三保支所経費の光熱費は、電気

料を増額するものでございます。 

12目電算管理費は、889万2,000円の増額でございます。総合行政情報シス

テム整備事業の次期ＫＳＣ環境設定業務委託料は、ＫＳＣ更新に係る設定作

業の委託料でございます。備品購入費のＷＥＢ会議ブース備品購入費は、コ

ロナウイルス感染症が流行以降、ウェブ会議が主流となっているため、コロ

ナの臨時交付金を活用し、専用の会議ブースを４か所導入するものでござい

ます。 

次の町村情報システム共同運営事業の、神奈川県町村システム共同事業組

合負担金は、第３四半期分について、不足額を補正するものでございます。 

次に、４項選挙費、１目選挙管理会費５万1,000円は、昨年度の衆議院選

挙の委託料の精査により還付をするものでございます。 

３款民生費、１項社会福祉費で、12ページ、13ページをお願いします。 

５目障害者福祉費は、29万4,000円の増額でございます。在宅障害者福祉

対策推進事業の障害者地域生活サポート事業補助金と障害者自立支援給付事

業の自立支援給付費等については、いずれも対象者の増によるものでござい

ます。 

２項児童福祉費、１目児童福祉総務費は、53万5,000円の増額で、昨年度

の子育て世帯等臨時特別給付金の精査による国庫支出金の返納金でございま

す。 

３目保育園費は、57万6,000円の増額でございます。保育園運営事業につ

いては、コロナの臨時交付金を活用し、紙おむつの持ち帰りを廃止し、園で

処分をするため。消耗品については、ごみ袋や紙おむつ処理機用圧縮ロール

の購入などで、備品購入費については、おむつ処理機と屋外用ごみ保管庫を

購入するものでございます。 

５目認定こども園費は、83万8,000円の増額でございます。認定こども園
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運営事業については、コロナの臨時交付金を活用し、紙おむつの持ち帰りを

廃止し、園で処分をするため。消耗品費については、ごみ袋や紙おむつ処理

機用圧縮ロールの購入などで、備品購入費は、おむつ処理機と屋外用ごみ保

管庫を購入するものでございます。認定こども園維持管理事業の修繕費は、

正面門扉の鍵や調理室の回転釜の修繕でございます。工事請負費については、

わかば園舎の職員室のエアコンが故障したために、交換をするものでござい

ます。 

４款衛生費、１項保健衛生費、１目保健衛生費は、300万円の増額で電気

料の高騰により、健康福祉センターの電気料を増額するものでございます。 

14、15ページをお願いします。 

５款農林水産業費、１項農業費、３目農業振興費は、81万円の増額です。

鳥獣害対策事業の駆除助成金は、頭数について、580頭の見込みが850頭に増

えたために、増額をするものでございます。 

５目農地費は、50万円の増額で、寄附金を活用して農道等の修繕を行うも

のでございます。 

２項林業費、２目林業振興費は、18万7,000円の増額でございます。ふる

さと交流センター運営事業は、電気料の高騰により、ふるさと交流センター

の電気料を増額するものでございます。共和の森センター管理運営事業の修

繕費については、屋上出入口の雨漏りを修繕するものでございます。 

６款商工費、１項商工費、３目観光費は、1,021万3,000円の増額でござい

ます。観光施設維持管理事業の光熱水費は、電気料高騰により、公衆便所等

の電気料を増額するもので、土地借上料については、箒沢地区の駐車場用地

の借上料でございます。町環境整備公社助成金は、コロナの臨時交付金を活

用し、レンタサイクル用の自転車６台を更新するものでございます。観光振

興事業の箒沢地区駐車場整備工事は、観光シーズンに備え、箒沢地区に駐車

場を整備するもので、46区画を予定しております。町観光協会助成金につい

ては、コロナの臨時交付金を活用し、観光協会で動画作成するパソコンやカ

メラを購入する費用等を助成するものでございます。ふるさと応援寄附金推

進事業については、16、17ページをお願いします。見込みにより、謝礼品代

や郵送料、手数料、業務代行委託料をそれぞれ補正するものでございます。 
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７款土木費、１項土木管理費、１目土木総務費は、14万7,000円の増額で、

町道等維持管理事業の光熱水費は、電気料の高騰により、増額をするもので

ございます。 

５項都市計画費、３目下水道事業特別会計繰出金は、2,000万円の増額で、

下水道の使用料が減収見込みのため、繰り出すものでございます。 

６項住宅管理費、１目住宅管理費の特定公共賃貸住宅管理事業と地域優良

賃貸住宅山北管理事業の光熱水費は、電気料の高騰により、それぞれ増額す

るもので、基金の積立額で調整をするものでございます。 

８款消防費、１項消防費、５目防災対策費は、23万円の増額で、防災設備

等維持管理事業の光熱水費は、電気料高騰による防災無線の電気料の増額で

ございます。 

18、19ページをお願いします。 

９款教育費、２項川村小学校費、１目学校管理費は、30万5,000円の増額

で、学校施設維持管理運営事業の修繕費については、体育館の放送設備を修

繕するものでございます。 

５項社会教育費、４目生涯学習センター費は、252万円の増額でございま

す。生涯学習センター維持管理事業の光熱水費は、電気料の高騰により、電

気代を増額するもので、図書室運営事業の図書購入費は、寄附金で図書を購

入するものでございます。 

13款予備費は、1,393万2,000円を増額するものでございます。 

説明は以上でございます。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第83号について質疑に入ります。質疑のあ

る方はどうぞ。 

13番、石田照子議員。 

13 番 石  田   15ページの商工費なんですけれども、箒沢地区駐車場46区画整備すると御

説明いただきましたけれども、どのような場所になるのでしょうか。 

議      長   商工観光課長。 

商 工 観 光 課 長   こちら、箒沢地区の集落があります。その先に県道沿いに平坦部がござ

いまして、そちらが、もともと民間に貸し付けていた土地だったのですが、

そちらの部分を借り受けることができましたので、内諾をいただきましたの
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で、今回の補正予算で、御了承をいただいた上でこちらを借り受け、そして

工事をさせていただきたいと考えております。場所は県道沿いで、以前テン

トが建っていた場所と言えば分かるもしれませんが、そちらのほうを考えて

おります。 

議      長   石田照子議員。 

13 番 石  田   こちらから行って右側ですよね。あの場所だと46台も止められて広い駐車

場になると思うんですけども、多分キャンプとかに、川遊びとかに来られる

方が利用されるための駐車場だと思うんですけども、大分遠くないですか。 

議      長   商工観光課長。 

商 工 観 光 課 長   こちらの駐車場の主の目的なんですが、西丹沢の山開きの際に、非常に路

上駐車が多くなりました。その際に、県道沿いに非常に多くの車両が止まっ

てしまった関係もございまして、警察のほうからも駐車場を町としても考え

てもらいたいというような御意見をいただいておりまして、今回確保に入っ

た次第です。 

議      長   石田照子議員。 

13 番 石  田   そうしますと、じゃあ山開きのときにそこに駐車していただいて、バスか

なんかでピストン輸送するんですか。歩かれる。 

議      長   商工観光課長。 

商 工 観 光 課 長   こちらの場所が、ちょうどこの先に大石キャンプ場というところがござい

まして、そちらのところからも檜洞丸のほうに登ることができます。むしろ、

そちらのほうの路上駐車対策という形で設定させていただこうと考えており

ます。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

12番、冨田陽子議員。 

12 番 冨  田   今の質問で関連なんですが、この駐車場は無料の駐車場なんでしょうか。 

議      長   商工観光課長。 

商 工 観 光 課 長   はい、今回こちらにつきましては、一応無料という形で予定しております。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

１番、瀬戸恵津子議員。 

１ 番 瀬  戸   瀬戸でございます。 
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17ページをお願いします。 

下水道の1,000万円の繰出金のことなんですけど、先ほどの条例のときに

は聞かなかったんですけれども、審議会からの答申の中で、接続率とか水洗

化率とかを向上するような努力をするようにとか、企業誘致によって使用料

を増やそうとかという、そのことについての今状況を伺います。それと今後

どういうふうにしていくかということを伺います。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   接続率につきましては、今資料はお持ちしていなんですけど、たしか89％

ぐらいだったと思ってます。それで、接続につきましては、一応原則、年に

何回か広報のほうで接続のお願いをしているような状況になります。上下水

道課のほうで、直接企業の誘致はしてませんけども、定住なり、そちらのほ

うでちょっとお願いをしているような形になるとは思います。 

議      長   瀬戸恵津子議員。 

１ 番 瀬  戸   定住のほうでそういうことを当然やって、下水道課のほうでやらないのは

分かりますけれども、企業誘致はあまりしてないみたいなお話がありました

けれども、これから、東名が終わればという話なんでしょうけれども、関わ

るんでしょうけれども、これからどういうふうにしていくのかなということ

をもうちょっと詳しく伺いたいと思います。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   一応、下水道会計としては、今現在、一般会計から基準外の繰入れが8,000

万程度、今回ここで増やしてしまったんで、一般会計の基準外の繰入金が六

千数百万円ぐらいになってしまったと。基本的には、企業会計に移行してい

きますので、この基準外の繰入れをなくしていかなくちゃいけない努力をし

ていかなければいけないと思ってます。 

それには、先ほども言いましたとおり、審議会からも言われている、汚水

処理単価１立米当たり150円。今、料金改定認めていただいたので、立米当た

り120円になりました。この30円の差をまだ埋めていかなくちゃいけないの

で、先ほども言いましたけれども、審議会のほうでは３年に１回、審議会を

開いて、その辺を考えていきなさいと言われていますので、５年の４月なの

で、８年の４月をめどに、また料金改定のほうをちょっと考えていかなけれ
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ばいけないのかなというふうに思っております。ただ１回で30円は上げられ

ないので、やっぱり１回改定で三十何円ぐらい、もう一回、改定して50円超

えるぐらいの感じかなと私自身はそう考えております。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

２番、藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   今回の歳出の増の理由のいくつかに電気料金の値上げというのが、いくつ

か見受けられたんですけども、これは、どの程度の期間の電気料金の値上げ

が含まれてるものですかね。例えば３か月とか２か月とか１か月とか。ちょ

っと具体的に言わないと難しいかもしれないですから、例えば、じゃあ健康

福祉センターのほうの料金。 

議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   健康福祉センターの電気料ですが、９月補正もさせていただいた上に、こ

こでもまた補正させていただいているという状況です。何か月分なのかとい

うことでいいますと、来年の３月までということなのですが、電気代の値上

がり方が半端なくて、３月までこれで足りるのかと言われれば、分かりませ

ん。３月に再度補正させていただくという可能性もなきにしもあらずという

ふうに考えてございます。 

議      長   藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   私が質問させていただいた意図は、おっしゃるとおり、もう既に値上げの

ほうは言われているので、実際それも含めた今後の予算措置を検討しなくち

ゃいけないということだと思うので、その辺の推測のためにもお伺いしたん

ですけど。では、現時点で、その補正以降で、今年度までの料金を勘案した

補正ということでよろしいわけですね。 

議      長   保険健康課長。 

保 険 健 康 課 長   そのとおりではあるんですが、繰り返しとなりますが、さらに値上がって

しまって、３月でもう一回補正させてくださいということになる可能性はあ

るというところでございます。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

11番、堀口恵一議員。 

11 番 堀  口   11番、堀口です。 
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議      長   起立をお願いします。 

11 番 堀  口   17ページ商工費のところのふるさと応援寄附金返礼品の件ですけども、謝

礼金900万円、業務代行委託料が逆にマイナス981万4,000円となってますが、

それについて、説明願います。 

議      長   商工観光課長。 

商 工 観 光 課 長   謝礼金につきましては、寄附額の３割相当額という形になっております。

ですので、こちらを３割と計上したのが 900万円という形になります。 

代行業務の委託料でマイナス980万円でございます。こちらについては、

ポータルサイトの実際の利用料率に基づく委託料になるんですが、ポータル

サイトにつきましては、事業者によって、それぞれパーセンテージが違いま

す。ですので、そこで今までの実績を考慮して再度見直しをした結果で、こ

ちら、マイナス980万円という数字が出てきたものでございます。 

以上です。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

９番、大野徹也議員。 

９ 番 大  野   大野です。 

先ほどの14、15ページに戻っちゃって申し訳ないんですが、箒沢地区駐車

場整備工事の中の、駐車場大変いいかと思うんですけども、一方、玄倉でも

問題になりましたけども、駐車場に、例えばキャンプ客のごみ問題ですね。

その際に、例えば簡便な防犯カメラ、防犯灯というんですかね。そういった

ものの設置とかというふうなことで、お話があったかと思うんですが、それ

については、お考えがありますでしょうか。 

議      長   商工観光課長。 

商 工 観 光 課 長   座談会などでもそのような御指摘をいただいている状況がございます。ま

ずは、維持管理のほうを徹底させていただいて、今回、不法投棄をやめてく

ださいと。環境課なども一緒に動いてくれた関係もございまして、のぼりな

ども設定させてもらっています。まずはこの実績というか、状況を見させて

もらった中で、その上で必要性を応じて、また判断させていただければと考

えております。 

以上です。 
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議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

２番、藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   15ページの、先ほどの町観光協会助成金だったかと思うんですけど、動画

作成でカメラの購入というような御説明だったかと思います。これは、観光

協会さんで、独自に自分たちの力で動画を作成するという内容なんでしょう

か。 

議      長   商工観光課長。 

商 工 観 光 課 長   現在、観光協会のほうも、今独自の動きでそういった、実際にＳＮＳなど

を使って発信などをしていただいてます。その中で今回につきましては、動

画の関係を出そうという形になりまして、そのためには、どうしてもパソコ

ンの関係が必要になるかと。それと周辺機器という形で、やっぱり撮影の道

具なども必要になりますので、そこら辺のものを計上させてもらっているも

のでございます。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

７番、瀬戸伸二議員。 

７ 番 瀬  戸   ７番、瀬戸です。 

11ページに、ＷＥＢ会議ブース備品購入費というものがあります、610万。

こちらのほうは、この４階に設置されるんでしょうか。 

議      長   企画総務課長。 

企 画 総 務 課 長   この問題は、現在、もう対面の会議が少なくなってます。県庁に行くこと

が、機会が少なくなって、ウェブ会議をやっているんですが、今現在、皆さ

んも使っている４階の会議室とか、３階の会議室でやらしていただいてるん

ですが、全部の会議室を使ってしまうこともあるので、３階の北西の部屋、

行政資料室というのがあるんですが、そこを整理しまして、４区画設置のほ

うを考えております。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

２番、藤原浩議員。 

２ 番 藤  原   ９ページ、財産収入の中の土地売払収入というのがあったと思うんですけ

ど、これ一つの土地ではないということなんですが、役野の土地に関しまし

ては、現況のどういうもので、それでどういった目的で、どちらのほうへ売
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られたのか、御説明いただけますでしょうか。 

議      長   財務課長。 

財 務 課 長   役野の町有地ですけども、もともと町営住宅が建っていたところでござい

ます。町営住宅はもう全部撤去しまして、今、更地になっている状況でござ

いまして、もともとその間、近々の事業者さんのほうからも活用の意向も

いただいておりまして、また用途についても準工業地域という用途の指定

がございますので、そこの事業者さんのほうと調整しまして、折り合いが

つきましたので、ここで売却ということとさせていただきました。面積に

ついても、個人の宅地としては多少広めなんですけども、会社を誘致した

り事業をやるには何か手狭だっていう中途半端な広さだったもんで、そち

らの事業者のほうが有効的に活用したいということでございましたので、

売払いという形にさせていただきました。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。質疑はございませんか。 

質疑が終わりましたので、討論を省略し、直ちに採決に入りたいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声多数） 

議      長   御異議ないので、議案第83号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願い

ます。 

（全員挙手） 

議      長   挙手全員。よって、議案第83号は原案どおり可決されました。 

日程第13、議案第84号 令和４年度山北町下水道事業特別会計補正予算

（第３号）を議題といたします。 

提案者の説明を求めます。 

町長。 

町      長   議案第84号 令和４年度山北町下水道事業特別会計補正予算（第３号）。 

令和４年度山北町の下水道事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額、並

びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表、歳入歳出予算補正」による。 
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令和４年６月10日提出。山北町長、湯川裕司。 

提案理由でございますが、今回の補正予算の主なものは、下水道使用料の

減に伴うものでございます。 

詳細については、担当課のほうから説明いたします。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   それでは、議案第84号 令和４年度山北町下水道事業特別会計補正予算

（第３号）について、御説明いたします。 

２ページ、３ページをお開きください。 

第１表、歳入歳出補正予算。 

まず、歳入でございます。 

２款１項使用料を2,000万円減額し、下水道使用料の見込みを１億6,001万

2,000円に補正するものです。 

４款１項他会計繰入金を2,000万円増額し、一般会計からの繰入金を１億

4,341万6,000円に補正するものでございます。 

続きまして、歳出でございます。 

１款１項の下水道総務費を984万8,000円増額し、３款１項の公債費を107

万7,000円減額し、４款の予備費を877万1,000円減額するものです。 

続きまして、４、５ページをお開きください。 

歳入歳出補正予算事項別明細書、２の歳入のほうを御覧ください。 

２款１項１目の下水道使用料を減額し、下水道使用料の見込みを１億

6,001万2,000円に補正するものです。これは、全体的に使用料が減っている

ため、減額補正するものです。 

続きまして、４款１項１目の一般会計の繰入金を2,000万円増額し、一般

会計からの繰入金を１億4,341万6,000円に補正するものです。 

６、７ページをお開きください。 

３の歳出でございます。 

１款１項１目の一般管理費を956万5,000円減額するもので、内訳としまし

ては、18節の負担金補助及び交付金を酒匂川流域下水道管理事業費負担金が、

先ほどからありましたが、電気代が高騰しているため、601万3,000円増額す

るものです。 
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26節公課費を、消費税及び地方消費税が確定したため、355万2,000円増額

するものです。 

３款１項２目の利子は、償還利子が確定したため、107万7,000円減額する

ものです。 

４款予備費につきましては、877万1,000円減額するものです。 

説明は以上になります。 

議      長   説明が終わりましたので、議案第84号について質疑に入ります。 

質疑のある方はどうぞ。質疑はございませんか。 

９番、大野徹也議員。 

９ 番 大  野   大野です。 

１点すみません。先ほど、６、７ページの消費税及び地方消費税、350万、

これがちょっと増額したというふうな御回答だったと思うんですが、要因の

ほうが聞き取れなかったので、どのような状況で増加したんでしょうか。い

わゆる使用料が増加したっていう意味合いではないですよね。 

議      長   上下水道課長。 

上 下 水 道 課 長   使用料が増加したわけではなく、消費税が確定したため、300万ほど増額を

することに。 

９ 番 大  野   分かりました。 

議      長   ほかに質疑のある方はどうぞ。 

質疑が終わりましたので、討論を省略し、直ちに採決に入りたいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声多数） 

議      長   御異議ないので、議案第84号を採決いたします。原案に賛成者は挙手願い

ます。 

（全員挙手） 

議      長   挙手全員。よって、議案第84号は原案どおり可決されました。 

以上をもって、本日の議事日程を終了しましたので、散会といたします。 

                          （午後２時16分） 

 


